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研究ノート
財政学の導入と普及径路に関する覚書
—日本財政近代化研究の一鮪—
戒
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はじめに
日本の近代化研究の一環として，わが国における近代経済思想の形成•発展の諸要因が
精力的に探求され，幾多のすぐれた成果の挙げられていることは周知の事柄である1)。そ
こでは，外来の学問としての諸派の西欧経済学がどういう径路で導入され，如何なる方法
で普及していったか，そしてそれがわが国の特殊な社会的・経済的風土のなかでどのよう
に育ち成長していったかが思想史的観点から考究されている。
ところで， 経済学の自立過程は「経済学の国家学からの独立」を意味するものである
が，官房学と経済学とを母体とし，すぐれて国家学的であった財政学のわが国における発
展過程には，経済学と同じく国家学から独立し，そして経済学の細分化と絡みあいつつ，
広義の経済学の一部門へ内包化されてゆくという近代国家におけるそれとの共通性がみら
れる一方，財政学の自立化が著しく遅滞しかつ歪められるという傾向もはっきりとみうけ
られるのである。それが何に由来するかを追求する方法はいろいろあるけれども，本稿は
それのひとつの手がかりをわが国における財政学の導入および普及の仕方に求め， 日本の
財政近代化の究明にささやかな接近を試みたものである。
1)例えば，次の諸労作を挙げることができよう。
(1) 本庄栄治郎『日本の経済学」（昭和32年）日本評論社［『日本経済思想史研究 上
巻」（昭和41年）日本評論社に再録〕
(2) 住谷悦治「日本経済学の源流—ラーネッド博士の人と思想一』（昭和44年）
教文館。
(3) 長幸男，住谷一彦編「近代日本思想史 I」（昭和44年）有斐閣。
(4) 杉原四郎編『近代日本の経済思想」（昭和46年）ミネルヴァ書房。
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I 文献における財政学の導入と普及
まず初めに時期区分について触れておこう。後掲の「明治期における財政文献目録」で
行っているように，財政文献の溝入および普及の時期を先学に倣って2)4つにわけたが，
それは杉原の「古典派経済学研究史という••…•主題にしたがった時代区分」8) ともほぼ一
致するものである。すなわち教授は，近代日本の海外留学生第1号である西周助と津田真
一郎の両名がライデン大学のフィッセリング教授から始めて制産之学（経済学）の特別講
義をうけた4)文久3年 (1863)から大正9年 (1920)までをそれ以降の本史と区分して研
究史の前史となし5)' 更にそれを下の表のように細区分しているのに対して，長谷田はわ
わが国における経済学・財政学の発達段階
経 済 学 I 財 政 学
期年 代 I特 徴 I期 1年 代 I 特 徴
米学英輸系入時の代自由主義経済 靡明治玉維明新治前101米英経済学の輸入時代I 
独学立未のだ体入系らをずもつ財政
I 文明久治231年一 技立術て的る実た用め的の知目識的習に役得 フランス財政学輸入時
の時期 n 明治10年代 代
得財政の上時期の知識と技術習
n 明治4201年一 独古済典壊学子系輸‘｀派の入批歴時廿代史に学め派的ざす経 I 1 呼螂訛 I ドイツ-輸叩即俊治ー23 代わ脱が国皮財期政学の翻訳時
1 大明治正490年一
皮直期訳輸入時代からの脱
本史への移行準備期
"~ 明ー治大4正0年中代期 わが国財政学の確立期
(5) 玉野井芳郎『日本の経済学」（昭和46年）中央公論社。
2)長谷田泰三「我国に於ける財政学の発達」（『東京帝国大学学術大観 法学部・経済
学部」昭和17年所収， 680-693ペー ジ。）
3) 杉原四郎「古典派経済学と近代日本一―—わが国への古典派導入前史を中心として一」
（前掲『近代日本の経済思想」 6ペー ジ。）
4)大久保利謙「明治維新のころ 海外留学生② 経世の学問を求めて」（朝日新聞，昭和
46年12月1日号夕刊）
5)前史と本史の区分を1920年に求めた理由については，前掲書7-8ページを参看せよ。
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が国における財政学の発達を5期にわけて考察し，杉原の本史第1期に相応する「大正末
期より今日に至る時期」6)を第5期（財政学の新なる展開期）となしているという違いは
あるけれども，少くとも明治期における経済学と財政学の発達の時期区分には，さほど大
きな距りはない。
A 第1期
William Elis, Outlines of Social Economy, 1850. のオランダ語訳からの重訳であ
る神田孝平の『経済小学」（慶応3年）が， わが国に西欧経済学を体系的に紹介した最初
の著作であることはよく知られているが，西欧経済学導入の端緒となったこの冊子の中に
も，僅かではあるが租税論にスペースがさかれている7)。すなわち，そこでは租税・直税
・間税・通税別税8)の4節に分けて9)' 課税の根拠，課税原則，租税分類，租税の経済的
作用が簡単に述べられ，そして直接税の優位性が説かれている。
「経済小学」と同じく，西欧経済学の紹介に多大の功績のあった福沢諭吉の『西洋事情
二編巻之ー」（明治2年）にもまた財政論の一部が「収税論」という項目で収録されてい
る。福沢が上野の彰義隊と官軍との斗いの最中に，砲声を聞きながら平然と経済学の英書
を講義していたという，あの有名なエビソードと関係のある F.Waylandの TheEle-
ments of Political Economy, 1837. Book買 Chap.3. Of public consumptionの
抄訳がそれである。原書10)では， Section Iが租税論， Iが経費論にあてられており，
福沢のものもそれに沿って忠実に叙述されている11)。前者については『経済小学』での
内容とたいして変りはないけれども， 『経済小学』にはない後者について云えば， 国家の
任務を6つに分けて検討し，租税の使途の適否にまで云及しているが，宗教維持費以外の
6)長谷田論文の執筆時期は昭和15年末である。
7) 『明治文化全集 第12巻（経済篇）」（昭和32年改訂版）日本評論新社， 25-56ペー ジ。
レー ト
8)通税は国税，別税は地方税のこと。その他若干のテクニカル・タームを昨今の定訳に
書き換えると，次のようになる。
ロ 税一人頭税 死者造物ノ租ー遺産相続税
物 税ー財産税 製造税ー内国消費税
利分ノ税ー利潤税
貨物ノ税ー物品税
9)前掲書， 50-53ペー ジ。
逓昇法一累進法
10)拙稿で参照したのは1871年の第4版である。
11) 『福沢諭吉全集 第1巻」（昭和33年）岩波書店， 503-523ペー ジ。
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経費を認め，就中，救貧のための社会保障費の必要性を，消極的ではあれ肯定しているウ
エイランドの所説を福沢が要領よく紹介していることは注目に値する。
さて，我が国への財政学の導入は，こう云う風に，英米の通俗経済書の移入と共に，主
として租税論に限定されながら，経済学と未分化のままで始まった。エリスやウェイラン
ドに続いてわが国に紹介され広く普及したミル (J.S. Mill, 1806-'73)やフォーセット
(HeNry Fawcett, 1833-'84) の経済学の場合でも事情は同じであった。もっとも英米
の財政学の専門書も比較的早く紹介・翻訳されたけれども，これもまた主として租税論に
限られていた12)。例えば， 明治4年に上梓された R.D. Baxter, Taxation of the 
United Kingdom, 1869. の翻訳である「バキストル著 英国賦税要覧」がそうである。
また， 明治1年8月に25オの若さでお雇い外国人教師として来日し， 「東京大学における
最初の且つ唯一の経済学教授」 13)となったフェノロサ (ErnestFrancisco Fenollosa, 
1853-1908)の明治13学年度14)の理財学講義の教科書と参考書には，マカロック (J.R. 
McCulloch, 1789-1864) の「租税論』 (1845) と前記のバックスターの『租税論』が挙
げられており，更に，明治15学年度の4年配当の理財学で，バックスターの『租税論』と
『国債論」 (1874), バスティア (C.F. Bastiat, 1801-'50)の『保護税弁』 (1846),サ
ムナー (W.G. Sumner, 1840-1910)の「合衆国保護税沿革史」 (1877),そしてゴッシ
ェン (G.J. Goschen, 1831-1907)の「地方租税論」 (1872)が「租税，公債論」の参考
書として列挙されているが15),これは，当時において財政学が一般経済学の講義の中に含
まれていたことを示すと共に16), いわゆる財政学の講義が租税論に偏俺していたことを
物語るものでもある。しかしながら，この傾向は比較的早く終想をみる。と云うのは，ゎ
が国の経済学に対する「この期の受容の仕方は，体系的理解や学問的探求とは正反対の，
技術的実用的目的に役立てるための恣意的断片的な摂取という性格が一般的」 17)であっ
12) 「イギリスやアメリカにおいては，財政学の対象を租税論に限定する傾向が非常に強
く， コッサの有益な『財政学要綱」のアメリカ訳のタイトルが， 『課税，その原理と方
法」と変えられたほどである。」 Bastable,C. F., Public Finance. 3rd. ed., 1903. p. 
6. fn. 
13)森荘三郎「経済学部総説」（前掲「東京帝国大学学術大観」所収， 473ペー ジ。）
14)明治13年9月より 14年7月まで。
15)同書， 474ペー ジ。
16)同書， 475ペー ジ。
17)杉原，前掲， 11-12ペー ジ。
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たが，それがまた善きにつけ悪しきにつけ，西欧経済学の普及に寄与していたのに対して，
少くとも租税論に傾斜した当時の英米財政学は， 「財政の全体に互る包括的著作の欠けて
居た」 18) だけでなく， リカードやミルに代表されるようにそれらはもっばら租税や公
債の経済的分析か，さもなければ財政の歴史的叙述に終始するものばかりで，この国の直
面していた幣制改革や財政諸制度の整備といった重大問題19)の解決には極めて縁遠いも
のであったからである。かくして，そういう非実用的な英米財政学にとって代って導入さ
れたのがフランス財政学であった。当時のフランスは普仏戦争の敗北と内乱 (1870)によ
り財政経済は姦乱し，わが国とよく似た問題をすでに体験していたので，かの国はわが国
にとって好個の見本であり， またかかる困難な問題の解決に取り組み， 「学問としての体
系よりも個々の技術的知識に於いて優れていた」20)フランス財政学はわが国の行政担当者
にとってもまことによき手本であった。したがって，第1期の英米財政学時代から第2期
のフランス財政学時代への移行は当然の成り行きであったわけだ。
B 第2期
この期に多数輸入されたフランス財政学を代表するルロア・ボーリュー (PierrePaul 
Leoy-Beaulieu, 1843-1916)の「財政学』 (1877) をひっさげて颯爽と登場したのは，
洋行帰りの少壮官僚で，松方正義のプレーンとしてわが国の財政機構の近代化に貢献した
田尻稲次郎 (1849-1923)その人である。大蔵少書記官の田尻は明治14年8月に東京大学
「政治学及理財学科」の講師を委嘱され，第2学年の経済学講義を担当していたが，明治
1吟年度から東京大学で最初の財政学講義を受持つことになった。その際講義の底本に使
われたのが，当時のフランスで「全く動脈硬化状態に陥っていて，皮相的な自由主義ドク
18)堀江帰ー「財政学』（『堀江帰ー全集 第1巻』昭和3年，改造社， 60ペー ジ。）
19)明治初期の財政も 9年に至ってほぽその生成期を脱しようとした矢先きに西南の役
（明治10年2月）が勃発した。当時，政府の財政的基礎はいまだ確立しておらず，殊に
明治7年の佐貿の乱，朝鮮事件，および台湾事件の続発によって財政には殆んど余裕が
なく，軍費の調達は至難の業であった。かくして， 西南の役では，軍費総額4,156万余
円のうち， 2,700万円は紙幣の発行により， 1,500万円は第15国立銀行からの借入金によ
って調達されたが， 4,200万円もの不換紙幣が一時に流通したため， 紙幣の価値は明治
初年のそれにくらべ約半分になったと伝えられている。（『明治財政史綱」東洋経済新報
社，明治44年， 108-119ペー ジ参照。）
20) 神戸正一「日本財政学史の一節――—明治に於ける独逸財政学の輸入について一」
（前掲，『東京帝国大学学術大観」， 568ペー ジ。）
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マで固まっていたフレデリック・バスチア派」 21)のひとりで松方の恩師でもあったレオ
ン・セーの高弟ボーリューの『財政学』であった22)。こう云う経緯でフランス財政学は
わが官学の講壊に登場したのである。
田尻のフランス財政学普及活動はこれにとどまらない。彼は米国留学から帰朝直後の明
治13年1月に，ボーリューの名著を「関税之部」と「地方税之部」に分けて翻訳出版し，
それを手始に逐次翻訳を刊行，やがてそれの全部訳を完成した。また彼は，同年9月には
駒井重格らと法律・経済専攻の専修学校を創設して生徒にボーリューの財政論を教授し，
それの民間での普及に寄与したのである。そして，彼が明治34年9月に，ボーリュー財政
学の日本版と云われる大著『財政と金融」を出版したとき，それは彼のフランス財政学普
及活動の総決算を意味するものであった。かくして，田尻を抜きにして技術的実用性とい
う特性をもつフランス財政学の導入と普及事情を語ることはできないであろう。しかしな
がら， この期にフランス財政学がわが国の土壌に移植され見事に開花した原因を， この
「最高の行政官的学者」23)をはじめとする添田寿一，阪谷芳郎らの行政官的学者と技術的
実用性の結合にのみ求めることは皮相的すぎる。なぜなら，明治20年代に入ると，本格的
な「松方時代」が実現し，財政の技術的知識の重要性の強まるのにもかかわらず，フラン
ス財政学普及の盛気は峠を越し， 代ってドイツ財政学時代が訪れるからである。それで
は，われわれはこの要因を何に求めればよいであろうか。それはフランス財政学に内在す
るもの，すなわち明治1吟三代におけるこの国の精神的風土に適合した穏健な自由主義的財
政思想約と，属性としての技術的実用性との融合のなかに求めなければならない。
21) 都留重人『近代経済学の群像—人とその学説――-』（昭和39年）日本経済新聞社，
59ペー ジ。
22)明治16学年度の東京大学年報に掲載された田尻の申報にはボーリューを選んだ理由が
次のように記されている。
「財政の一科たる，本学に於ては今年より始めて之を設けし者なり。世に財政を論ず
るの書に乏しからずと雖，特に仏国ボリュー氏の論ずる所，深切明較にして，皆之要
理に徴し，実際に照し，読者をして隔靴掻痒の憾なからしむ。故に今氏の著書を原本
とし，事理と実際を対照し，学生をして理に泥まず，実に掩はれず，善く財政真意の
存する所を知らしむるを力め， 先づ租税部より講義を始め， 頗る好結果を得たり。」
（森，前掲， 479ペー ジに所収。）
23)大内兵衛『経済学50年 上」 (1959)東大出版会， 14ペー ジ。
24)「彼ハ累進税ヲ斥ケ，官営二反対シ，国家社会主義ニモ従ハナイ」（神戸正雄「仏蘭西
財政及経済学者ぼ一りゅー逝く」『京大経済論叢」第4巻第3号，大正6年， 465ペー ジ。）
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ところで，第2期におけるこの分野での著作活動には，西欧，とりわけフランス財政学
の翻訳および租述に類するもの一ーそれは市販の形や明治の10年代に躾生した各専門学校
の生徒を対象とする講義録の形をとったー~を除いてはめぽしいものがなく，それらは殆
んど時論的なものや税法関係のものに限られていた。そして執筆および発行者が中央・地
方の官庁関係者であるのもこの期の特色である。
なお，第2期のもうひとつの特徴として，西欧財政学の蒋入と普及が進む一方で，この
期を境に日本の財政事情が外国に紹介され始めたことを付け加えておこう。紹介は，いず
れも日本と縁りのある外国人の手によって行われることが多かったけれども，明治30年代
に入ると，日本人の手で直接紹介されるケースが増え，またそれらの内容も当時としては
かなり高い水準にあったと思われるが，これについては後日稿を改め論及するつもりであ
るので，ここでは不完全ながら筆者の知る限りの文献を列挙するにとどめておく。
(1) Mayet, P. Die japanische Staatsschuld. Zwei Vortrage, geh. am 26. Sept. 
u. 12. Oct. 1878 vor der,, Deutschen Gesellschaft fir Natur-und Volkerkunde 
Ostasiens. "(Aus Mittheilungen obliger Gesellsch.) fol. Berlin, 1879. 
(2) Matsougata. Memoire sur I'impot fancier au Japan, traduit du japonais 
par Yamada (Torakiti). Paris, impr. Chamerot, 1879. 
(3) Stein, Lor. v. Zur Geschichte des heutigen Finanzwesens von Japan. 
Oesterr. Monatsschr. f. d. Orient, Jahrg. 10, No. 8u. 9, 1884. 
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C 第3期
近代的財政機構を早急に確立するという生成間もない明治国家権力の要請に応じて，一
定の役割を果したフランス財政学に代って，この期に入ると， ドイツ財政学の導入と普及
が始まった。ドイツ財政学の導入と軌をーにする，新歴史学派の名で呼ばれたドイッ経済
学蒋入の背景は，「普仏戦争の勝利を機にめざましく躍進するドイツの国家主義的な傾向
を，在野思想の核心たるイギリス自由主義との対抗上積極的に吸収しようという国策にも
とずくもの」という一般的背最のもとで， ドイツ経済学の諸外国，とりわけ国情のよく似
たイタリアやアメリカに対する影響のつよかったことと，資本主義化の急速な進行にとも
なって， この期から発生し始めた種々の社会経済問題への対応策の必要性がそれであっ
た25)。導入の背兼を財政学に限って見てみると， ひとつは，フランス財政学に顕著な技
術的知識の偏重に対する反省として，財政の理論的考察の要請が高まり，これを充たすも
のがドイツ財政学であったこと26), 第2に，本源的蓄積の強行によって疲弊した農村を
救済する方法をめぐり地租論争が高まっていたが，このいわば国民的利益の担い手の国家
的保護についての問題は，丁度その頃ドイツで論争されていた関税問題と著しく似かよっ
ていたので， ドイツ財政学の輸入は「単なる教科書の体系のみの輸入ではなかった」27)こ
と，この2つをドイツ財政学導入の特殊的背景にあげることができよう。
さて， ドイツ財政学の導入と普及に貢献した人と文献として，先ず和田垣謙三 (1860-
1919)と彼の「財政学大意」を挙げなければならない。
25)杉原四郎「自由主義と歴史学派」（前掲， 『近代日本経済思想史 I J , 146-7ペー
ジ。）
26)神戸正一，前掲書， 569-570ペー ジ。
27)同書， 574ペー ジ。
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和田垣と云えば，明治13年7月東京大学文学部第1回の卒業生で，翌年1月から17年3
月までの3年間にわたる留学生活のうち，最後の1年間をドイツで経済学の研究に費し28),
帰朝直後，文学部講師に就任，田尻に代って経済学を担当し明治19年10月には官学で日本
人として初めて経済学教授となり 29), 教壇や著作活動30)を通じて， 「日本ノ斯界二初メ
テ独逸系ノ歴史的帰納的研究方法ヲ輸入シタ先生」81)としてよく知られているが，財務行
政から独立した「講壇財政学建設の蜂火」32)であり， ドイツ財政学の扉を開いたもの88)
として高く評価されている，明治20年3月15日発行の『国家学会雑誌」創刊号の巻頭を飾
った和田垣の「財政学大意」は彼のドイッ経済学紹介活動の一環にすぎなかったとは云え
それの先端を切る栄誉に浴したのである。彼がこのようにドイツ経済学，したかってまた
ドイツ財政学への傾斜をみせたのは，勿論，彼の留学生活最後の地が，あたかも新歴史学
派の雄として活躍中であった A.ワグナーや G.シュモラーの祖国ドイツであったこと
にもよるであろうが，彼の師である前記フェノロサの影響も見逃すことはできない84)。
28)古嶋一雄によれば本来，英文学に興味のあった和田垣は，洋行したいためにしぶしぶ
経済学を専攻したけれども， 「留学中も英文学を頻りにやり， 最後の一年にドイツヘ行
って経済学をちよっとやったぐらいに過ぎぬ。」（森銑三編「明治人物逸話辞典 下巻J
東京堂出版，昭和40年， 496-7ページ所収，古嶋一雄「一老政治家の回顧』）
29)和田垣の経歴については，森，前掲， 475ページ参照。
30)彼のもうひとつの日本経済学史上に印した画期的な論文は「講壇社会党論」（『国家学
会雑誌」第2巻第13号，明治21年）であるが，これは「自由主義経済学に対する弔鐘を
撞いたと同時にドイツ流の新経済学への暁鐘を打ち鳴らしたものである。」（住谷悦治
「日本経済学史の一鮪」 1948年， 249ペー ジ。）
31)神戸正雄「和田垣教授在職25年祝貿」（『京大経済論叢」第1巻第1号，大正4年， 150ペ
ジー。）なお， 財政学の確立期に活躍した神戸は， 権力欲を充たすための学閥を作らな
かった和田垣の人柄に心服し， 「先生ハ実二神様デアル。天神様デアル。人間以上ノ人
間，神様ノ仲間二入ルベキ人間デアル。」 (151ページ）と最高の賛辞を呈している。
32)神戸正一，前掲， 569ペー ジ。
33)長谷田，前掲， 687ペー ジ。
34)梅渓 昇は，フェノロサが「アメリカ生まれでありながら，わが国に初めてドイツ哲
学を移植し，明治10年前後までわが国において支配的であった英仏哲学に代わる，その
後のドイツ哲学の台頭，流行の端緒をつくり，わが国の国家主義，国粋保存主義の台頭
に大きな影響を及ぼした。」そして「八カ年に及んだ大学での講義を通じて， 大きな思
想的影響を学生に与え，明治の人文科学の各方面に活躍した人材を育成した功績も大き
い。」とのべ，経済学分野におけるそれの例として，和田垣， 金井延， 高田早苗の名を
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それはさておき，和田垣の論文は， 「伊国経済学士）レイギー ， コッサーノ財政学大意二
原キテ稿ヲ起シ傍ラアロイス，ピショフ財政問題ジョセーフ，ガルニエー財政学ニウコム
財政策論ソノ他スタイン，ワグ子）レ，ロツェシル，マキスウイルト，ゲフケン等ノ諸書ヲ
参考」（『国家学会雑誌』第1巻第1号， 5~6ページ。）にしたものであるが，そのうち
のコッサ，ビショフ， ガルニエー，ニウコム85)らの著書と云えば，伊・独の，‘新しい財
政学＇と仏・米の‘旧い財政学＇の通俗書を示したものである。加えて，コッサ，ビショフ
のものはドイツ財政学導入の翻訳面における間接径路と直接径路86)の先触でもあった。
シュタイン (L.v. Stein)とワグナー (A.Wagner)の財政学説の要約であるビショ
フ (AloisBischof)のKatechismusder Finanzwissenschaft, 1807. の翻訳は明治20
年3月に出版されたが，日本の公債について論述したマイエットのもの（明治13年発行）
を除けば，わが国最初のドイツ財政学翻訳書という栄光に浴したこの『財政学入門』に引
き続いて， 20年代には， グナイスト (H.R. Gneist), シュタイン， ラートゲン (K.
Rathgen), ラバント (P.Laband), ボルンハック (K.Bornhak), ゲフケン (R.v. 
Geffken), エーエベルヒ (K.T. Eheberg), カオフマン (R.v. Kaufmann), ワグナ
ー，ヒルト (G.Hirth), そして30年代には，シェーンベルヒ (G.Schonberg), コーン
(G. Cohn), ヘルフェリッヒ (J.A. Helferich)らの著書・論文類の翻訳が続出し，明
治37年10月に『滝本美夫解説 ワグナー氏財政学」が出版されるに及んでドイツ財政学輸
入時代は有終の美を飾るのである。
しかしながら，わが国へのドイツ財政学導入について最も大きな影響を与えたのは，む
しろ間接径路によるものであった。 イタリアの経済• 財政学者）レイギ・コッサ (Luigi
Cossa, 1831-'96)の著作「財政学第一要綱』 (1876)がそれである。 イタリアのパヴィ
ア大学卒業後， ウィーン大学でシュタインに， ライプチッヒ大学ではロッシャーに師事
あげている。（同氏著『お雇い外国人」日本経済新聞社，昭和40年， 156ペー ジ。）
もっともフェノロサのドイツ哲学，とりわけヘーゲル哲学についての造詣の程度に疑
問を抱く向きもあるが， （例えば，栗原信一『フェノロサと明治文化」六芸書房， 昭和
43年， 22ページを参看せよ。）ここではそれを無視しても差しつかえないであろう。
35)ニウコム財政策論とは， Newcomb,Simon., Critical examination of our finan-
cial policy. New York, 1865. のことか？
36) ドイツ経済学導入の径路については，杉原，前掲，「自由主義と歴史学派」， 147-151
ページを参看せよ。
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し37), 1878 (明治11)年に母校の財政研究所にイタリア最初の財政学講座が開設される
ゃ，初代の担当者として有能な研究者を多数育成してイタリア財政学発展の基礎を築いた
コッサのこの著書は， ドイツの学風を巧みにとり入れ「正確さ，体系，公平さ，明快性」
ゆえに高く評価されて88), 7版 (1901)を重ねただけでなく， 1882 (明治15)年にはエ
ーエベルヒによるドイツ訳 (1895年には第4版）とスエーデン訳， 1884(明治17)年には
スペイン訳とポーランド訳， 1888(明治21)年にはロンドンとニューヨークで英訳が，そ
して1899(明治32)年にはフランス訳がそれぞれ出版されたSP)。
わが国でのコッサのこの名著の文献上における紹介は40), • 日本のコッサ＇和田垣によ
る例の明治20年の論文を嘴矢とするが，明治22年9月には町田忠治がこれの英訳書を基礎
にドイツ訳を参照して翻訳出版し，更に，明治35年5月には和田垣が工藤重義の協力を得
て， ドイツ訳から重訳41)上梓， それらは共に「当時我国に於て要求されていた独逸財政
学の蘊奥への橋渡し」42)の役割を果したのである。
間接径路として，コッサほどの影響力はなかったけれども，無視し得ないのがワグナー
37) Cf. Encyclopaedia of Social Sciences, 1931. Vol. VI, p. 462. 
38)日向寺純雄「イタリア財政学の発展とその特質」（『租税財政論集＜第2集＞」日本租
税研究協会，昭和45年， 430-434ペー ジ。）
39) V gl., Stammhammer, J., Bibliographie der Finanzwissenschaft. 1903. 
40)和田垣のコッサ紹介活動は講義を通じても行われていた。河合栄治郎によれば． 「経
済学上の歴史学派に就いては帝国大学に於て田尻稲次郎氏がロッシャーの英訳を用い，
和田垣謙三氏がコッサの英訳を使用した……が，ロッシャー，コッサがわが国で読まれ
るに至ったのは 2 氏に負うのではないかと思う」と。（同氏著「明治思想史の一断面—
金井延を中心として一」， 『河合栄治郎全集 第8巻』社会思想社， 昭和44年， 187ペ
ージ。）ただし和田垣の使用したコッサの英訳が， Guideto the study of political 
economy, 1880. か Taxation,its principles and methods, 1888. か， あるいは両
方であるのか定かでないけれども，前者は明治20年頃には帝国大学だけでなく，私立の
専門学校で教材として用いられていたし，他方後者も，明治21年に早くも東京専門学校
の1年級の教材として使われていたことが，塩沢昌貞によって明らかにされている。
（「経済学の黎明期を語る」，『経済往来」第14号， 1941, 5ページ。杉原四郎「コッサの
業績とその日本への導入について—ー一明治経済学史の一側面一ー一」， 『関大経済論集」
第19巻第3号，昭和44年， 109-110ペー ジ参照。）
41) 「伊国ルイギー，コッサ原著独国カー，テー，エーヘベルヒ独訳 日本法学博士和田
垣謙三重訳 財政学全』（明治35年）金港堂書籍株式会社，凡例1-2ペー ジ。
42)神戸正一，前掲， 571ペー ジ。
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財政学のイギリス版と云われるバステープル (C.F. Bastable 1855-1945)の Public
Finance, 1892. である。アイルランドのコーク州に生れダプリン大学で学び， シュタイ
ン，ワグナーらの影響を受けつつ， イギリスで最初の体系的な財政学48)を著したバステ
ープルの果した役割も，程度の差こそあれ，英·米•仏の自由主義的財政学から国家主義
的なドイツ財政学への媒介という域を出なかったが，しかしながら，本来ドイツ財政学が
国家主義的思想を背最に，「財政二属スル現象ノ理法ヲ講究スル」純正財政学44) (英米財
政学）と「右ノ理法二基キ一国ノ財政事務ヲ執ルニ当リ遵守スベキ制度ヲ設立指明スル」
応用財政学45)(フランス財政学）の新たな統合をめざしたものであるのに対して， バス
テープルの財政学の基調は，彼が累進課税を斥け官業に反対していることからもわかるよ
うに46), あくまでも自由主義思想であり， その点， ドイツのワグナーとイギリスのワグ
ナーに基本的な差異のあることを認めなければならない。従って，明治37年にワグナーの
翻訳書が現われるに及んでバステープルの著書および明治32年8月に出版された翻訳書の
影が加速的に薄れたのは，後者が前者の単なる橋渡しにすぎなかったからではなく，後者
が前者の擬制であったことによるのではなかろうか。わが国が国家主義へ益々傾斜して行
くにつれ，バステープルが忘れ去られて行った事情をいま一度検討してみる必要があると
思われる。
翻訳書以外では， ドイツ財政学の普及に貢献した先駆的著書，嵯峨根不二郎の「財政学
（上・下）」（明治22年9月ー24年1月刊）を除いて47), 明治20年代には目立ったものはな
く，むしろ各専門学校の講義録という形をとるものが多かったが， 30年代に入ると，下村
宏「財政学」（明治3吟三），ワグナーの社会政策的租税論に影響された田島錦治の「最近財
政学上」（明治31年），「コッサ，プレー ン， ボルュー，ワグナーの財政学，パルグレー
プの経済学辞典を参考した」笹川潔『財政学』（明治32年），神戸正雄『財政学講義』（明
治35年），田中穂積「高等租税原論J(明治36年），小林丑三郎「比較財政学』（明治38年），
高野岩三郎「財政原論」（明治39年）と，多かれ少なかれドイツ財政学の影響をうけた財
政学書が続出し，やがてそれは40年代の財政学確立期に入り，工藤重義『経済財政講義」
（明治41年），神戸正雄「財政概論」（明治43年）を経て， 遂にそれらは「独逸財政学の主
43)彼の財政学説については， 大矢圭一「パステープルの財政学」（「イギリス財政思想
史」ミネルヴァ書房，昭和43年， 109-145ページ）を参看せよ。
44) 45)和田垣，前掲， 9ペー ジ。
46)堀江，前掲書， 61ペー ジ参照。
47)神戸正一，前掲， 571-572ペー ジ。
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張を消化して独自の財政学体系を建設し明治財政学集大成」48)と高く評価された松崎蔵之
助の「最近財政学」（明治45年）に収敗するのである伊）。
さて最後に，この期のドイツ財政学普及に貢献した経済学術雑誌に関説しておこう。ド
イツ財政学導入の端緒を作った和田垣の論文が『国家学会雑誌」の創刊号を飾ったことは
すでに述ぺたが，同誌の発行された明治20年3月と云えば，明治期におけるわが国の経済
雑誌発達史のなかの第3期（明治2():{J三2月の「国民之友」創刊から28年11月の「東洋経済
新報」の創刊まで）に該当する50)。杉原によれば，「この期に入るとこれまでにくらぺて
経済雑誌の数が急増するのみならず，その性格も多種多様なので，全体を観概することは
容易でな（い）」けれども，「明治2哨三代を通じて……経済学の著書や訳書の刊行のうえに
もドイツの影響が次第に大きくな（り）， この時期の経済雑誌の紙面にも多かれすくなか
れそうした傾向が反映している」という特色がある51)。これは経済学術雑誌の嘴矢であ
る『国家学会雑誌』52)にも勿論あてはまるものであるが，しかし東京大学出身者を中心と
する同誌も，明治39:¥6月にわが国で最初の経済学専門雑誌「経済学・商業学 国民経済
雑誌」が刊行されるや，前者にとって代りドイツ財政学に志向した宇都宮鼎，堀江帰ー，
滝本美夫，津村秀松ら新進財政学者の登竜門としての役割を果した。前者が翻訳財政学
（主としてドイツ財政学）時代に先駆けた学術雑誌とすれば， 後者は研究財政学時代に先
駆けた経済学専門誌と云えよう。これら 2誌を中心とするこの期に創刊された学術雑誌が
48)同書， 577ペー ジ。
49)松崎財政学に対する評価は必ずしも定かでない。例えば， 大内は，「最新財政学』が
エーエベルヒか何かの焼直しであり，「近ごろの財政学史にも，また東大の『学術大槻」
にも松崎さんをたいそう偉い学者のように書いたものがあるが，そうではあるまいと思
う」とのべている。（同氏，前掲書， 30,32ページ。）しかしながら，松崎の著書がよか
れあしかれ「この時期に於ける財政学のひとつの水準を示した」（長谷田，前掲， 689ペ
ージ）ことには異論をはさむ余地がないであろう。
50)明治時代の経済雑誌について精力的に研究を続けて居られる杉原教授は，明治時代に
おける経済雑誌の発展の時期を，第1期（初年ー11年），第2期 (12年ー19年），第3期
(20年ー28年）， 第4期 (28年ー39年）， 第5期 (39年ー45年）の5つに区分している。
杉原「明治時代の経済雑誌序説」（『関大経済論集」第16巻第4・5合併号，昭和41年12
月， 71-83ページ）および「明治20年代の経済雑誌一博文館の諸雑誌を中心として
ー」（『甲南経済学論集」第11巻第1号，昭和45年6月， 37-55ページ）参照。
51)杉原，前掲，「明治20年代の経済雑誌」， 37-38ペー ジ。
52)本庄，前掲書， 287ペー ジ。
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ドイツ財政学の導入と普及および定着化に及ぼした影響は測りしれないものがある。
Il 高等専門教育機関における財政学の導入と普及
明治期の大学，専門学校で財政学の科目および講座の開設された時期や担当者の系譜を
調べて，わが国の高等専門教育機関における西欧財政学の導入と普及径路を確定すること
がこれの本来の目的であるけれども，資料面の制約から，ここでは導入と普及の径路を概
観するに留める。
A 官学
a 東大の場合53)
明治1吟三4月に東京開成学校と東京医学校とを合併して創設された法・理・文・医の4
学部からなる東京大学では，経済学の講義は文学部の第3学年配当科目として，翌年の 9
月からお雇い外国人フェノロサの担当で始められた。フェノロサの講義には財政学（米英
流の租税論）も含まれていたが， 明治14年9月の学科目改正によって， 「政治学及理財学
科」と哲学科が分離され，経済学の授業時間数も著しく増加，そのため第3学年と第4学
年配当の経済学（明治12年に理財学と改称され，明治26年に再び元の経済学に戻った）で
それぞれ日本財政論（維新以前と以後の地租，関税，貨幣，銀行に関する内容のもの）と
英米流の租税・公債論ならびに第3学年の講義の続きとしての日本財政論の講義が開設さ
れることになった。しかしながら，翌年度から行われた日本財政論も16学年度において，
3人の講師のうち 1人だけの講義しか行われなかったので，これは1回限りで中絶した形
になったけれども，代ってこの学年度から1時綺三度まで，形式的にはいまだ経済学講義の
一部ではあったが，実質的には独立の講義として，田尻によりボーリューを中心とする西
欧財政学の講義が行われた。そして， 財政学が経済学から形式的にも独立するに至るの
は，明治18年12月に文学部政治学及理財学科を政治学科と改称して法学部に統合され，法
政学部と呼ばれていたのが帝国大学法科大学となり，それに伴い同年9月に施行された学
科目改正によってであった。これによって財政学は制度上独立の科目として2, 3年学年
の配当科目となり，それ以後にも若干の制度的改正があったけれども，その地位はここに
おいて確立されたのである。更に，明治26年9月の帝国大学令改正により，帝国大年に講
座制が設けられることになり，その結果法科大学の経済学関係の講座として，経済学財政
53)森，前掲， 467-500ページ参照。
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学講座が3つと統計学講座が1つ設置された。その後，明治40年4月になってこの3つの
経済学財政学講座は経済学4講座と財政学1講座に細分され，ここに財政学講座の独立を
みることになった。そして，その最初の担当者が松崎蔵之助であったことはよく知られて
いるが，ちなみに松崎以前の財政学担当者の名を表に示しておこう。
〔財政学担当者〕
学年度 l 氏 名
16-19 （日） 田尻稲次郎
20-25 （独） u. エッゲルト
26-27 （独） A.v. ウェンクステルン
28-31 （英） E. フォクスウェル
32-36 （米） C. S. グリフィン
37 不 明
1 38-40 （米） 0.M.W. スプレーグ
b 京大の場合54)
明治30年に帝国大学が東京帝国大学と改称され， 32年9月に新らしく開設された京都帝
国大学法科大学で最初の経済学の講義が行われたのは翌年の9月のことであった。経済学
関係の4つの講座の1つであるこの経済学第一講座を受持ったのが，帝国大学法科大学の
政治学科で金井延に師事し， 27年7月同科を卒業， 30年6月に経済学財政学専攻のため3
カ年ドイツに留学， 33年8月に帰朝して早々新設帝大の教授に就任した若き田島錦治
(1867-1934)であった。しかし彼は若き学究とは云え，すでに明治30年に，明治期後半
における研究経済学の代表的著書として，恩師金井の『社会経済学」（明治35年）と共に，
高く評価された『最近経済学』55)を著わし，また留学中の31年12月にはワグナーの社会政
策的租税論を採り入れた先駆的著書と称賛されている『最近財政学上』を公刊しており，
その実績ゆえに明治34年9月には財政学講座を36年10月まで兼任し， 36年10月以降は経済
学第一講座を分担すると共に，財政学講座を明治4吟三7月に在外研究から帰朝した神戸正
54)京都大学70年史編集委員会『京都大学70年史』 (1967年11月， 396-418ページ）と「田
島錦治年譜及び著書論文目録」（『京大経済論叢」第39巻第2号， 昭和9年8月， 107-
113ページ）参照。
55)本庄，前掲書， 24ペー ジ。
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雄にバトンタッチするまで担任しつづけたのである56)。このように田島は創立期の京大
経済学部の基礎を築いた許りでなく，その他，京都周辺の専門学校（京都法政専門学校，
同志社専門学校，関西法律学校）や大阪高商の講師として関西の高等教育に尽した功績は
大きい。
ところで，明治3峠瑣月から40年8月まで京都帝大の財政学講座を担任し，戦前におけ
る同大学の財政学研究の方向を決定づけた田島の影響について『京都大学70年史」の編者
は次のようにのべている。「本学部における第2次大戦終了以前の財政学研究を特徴づけ
るものは国家学的，社会政策的な基調である。国家主義と社会改良主義とは明治欽定憲法
下の日本国家財政にとって必要不可欠な思想的土壌であったというぺく，法科大学時代に
あっては田島錦治が財政における社会政策の必要性を強調したのにはじまり，学部創設以
後はドイツ財政学によりつつ国家主義的財政理論の日本における最高水準を形成してい
た。自由主義的・合理主義的思想をもってドイツ財政学を補強し（た）……神戸正雄を筆
頭に， ドイツ財政学の系統的な紹介者で……のち政界に入った小川郷太郎，……財政の統
計的実証的研究と財政各論の発展に貢献し（た）……汐見三郎……，都市財政，地方財政
を研究し（た）……中川与之助らがそうである。」
しかしながら，田島のこのような影響は，ひとり京大のみに留まらず，彼が講師として
財政学を講じていた京都法政専門学校57), 同志社専門学校58), 大阪高商59)にも及んだ
であろうことは想像に難くない。
B私学
西欧経済学の導入と普及にあたって，英米流の自由主義経済学のそれは私学を中心とす
る民間学者の手により，他方， ドイツ流の国家主義的経済学のそれは官学，とりわけ帝国
56)田島が明治34年9月に財政学講座を兼担するまでの 1年間，同講座の担当者が誰であ
ったか，或いわ不開講であったのか，寡聞にして筆者は知らない。
57)明治33年11月から昭和2年9月の学長就任まで講師として永らく勤務していた田島
は，明治37年に「財政学』（京都法政大学講義録）を出版している。
58)明治40年4月に同校の講師に就任した田島は，明治45年に同校の政治経済学部が開股
された時， 当時の教授の中に「財政学」担当者として名を連ねている。（社史々料編集
所編『同志社90年,1ヽ史』昭和40年， 400ペー ジ参照。）
59)明治35年4月から45年3月までと，大正3年1月から12年3月までの再度に互って大
阪高商の講師に就任した田島が同校で財政学の講義をしていたことを大阪高商の卒業生
である小島昌太郎（明治45年7月京大法科卒）が次のように証言している。彼が高商を
卒業する頃． 「田島錦治先生が大阪高商に財政学を教えにこられていたんです。」（京大
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大学教授の手によって行われたという見解が定着しつつある60)。その場合の私学とは慶
応，早稲田，同志社のことを指しているのである。
ところで， 永井道雄は日本の私学を3つに分類し， 上記3校を自由主義派，「伝統の継
承を基本的課題とする」私学，例えば神宮皇学館，国学院，東洋大などを伝統主義派，そ
して「次第に形成されつつあった法治国家に順応し，これを維持することに主眼をおく」
学校，例えば法政，専修，明治，中央， 日大，関西大などの法律系の私学を適応派と名付
けた61)。 ここでは一応この分類にしたがって， 私学における財政学の導入と普及経過の
あらましを見てみる。
a 慶応と早稲田，同志社の場合
先ずはじめに創立の最も古い慶応義塾から見てみよう 62)。経済学講義のはじまりが明
治以前にさかのぽり，わが国への米英流自由主義経済学の導入と普及にあたって最も大き
な功績を残してきたこの学校は，明治23年の大学部設置の際に理財科を創設して科目改正
を行い，第2学年配当科目として「財政論」を，さらに第3学年の配当科目として「保険
• 銀行• 関税・租税各疑問研窮」を増設した。明治31年5月には理財科の改革に着手され，
従来， 第 3 学年の配当科目として単ーに取扱っていた「保険·銀行• 関税・租税各疑問
研窮」を細分し， 「日本財政事情」を分立させると共に， 第4学年および第5学年配当の
「財政論」を「財政学」に拡充した。これらの担任は，理財科発足にあたり明治22年10月
慶応に招聘された米人のドロッパース (G.Droppers, 1860-1927)であった。彼は明治
31年12月に帰国するまで重要科目をひとりで担当，彼の後任のヴィッカース (E. H. 
Vickers, 1869- )もまた明治43年に帰国するまで重要科目のほとんどすべてを独占し
経済学部『思いで草』昭和44年， 108ペー ジ。）
60)大内，前掲書， 33-34ページ。本庄，前掲書， 22ページ参照。
61)同氏著「日本の大学―産業社会にはたす役割ー一』（昭和40年）中央公論社， 35-
36ページ参照。なお，永井によると，「適応とは，官学に拮抗しようとするのではなく，
官学を中心として，その周辺に衛星としての位置をしめることである。既存の社会の体
制のなかで，心ならずも官学出身者の下風に立つことであり，学問の研究についても傍
系の苦しみを味わうことである。……多くの適応派の学校は次第にこの道を歩まざるを
えなかった。伝統主義の学校も，学校を拡張するにつれて，この道に傾斜していった。
明治も末期となり，社会が固定化するにつれて，この傾向は，いよいよ深まるばかりで
あった。」 (44ペー ジ）
62)宇治順一郎「経済学部 付商学部」，『慶応義塾百年史別巻（大学編）』昭和37年8月，
201-401ページ参照。
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ていた。もっとも「日本財政事情」は明治33年5月から36年4月まで中隈敬蔵が担当し，
第2学年配当の「財政論」（明治39年から「財政学」と改称）については， 第1回の留学
生のひとり堀江帰ー (1876-1927)が約3年に及ぷ在外研究生活を終えて帰朝した明る＜
年の明治36年から昭和2年まで，その間，星野勉三の担当した明治44年から大正3年まで
を除いて，それを受け持った。
ところで，初代の財政学を担当したドロッパースは，明治21年9月に渡欧し， 1年間主
としてベルリン大学でワグナー，シュモラーら新歴史学派の碩学に師事して歴史学派の影
響をうけ， 「義塾の教課内容にもそれを及ぽしてはいたけれども， 授業においてかなり慎
重な態度をとったことは， ミルを使用した点からも看取でき（る）。」63)・
また， 2代目のヴィッカースもハーバード大学卒業後，主としてベルリン大学で1年間
社会学を研究していたので，かなり講壇社会主義の影響をうけていた様である。
幼少の頃からスミヌの影響をうけ徹底した自由主義者であった3代目の堀江は，明治43
年4月から約1年間にわたる 2度目の留学を契機として，後年には国家資本主義を唱道す
るようになったい。彼が明治42年に『財政学』を公刊するまでは， バステープルの『財
政学」 (1892)を訳読しつつ，半分は自分の原稿を朗読してノートをとらせていたようで
あるが，英米経済学の拠点であった慶応にもその頃には時代の波がひしひしとおしよせて
いたことを否定できないであろう。
次にもうひとつの英米経済学の拠点，早稲田大学に目を転じてみよう 65)。明治15年9月
22日の「郵便報知新聞」に「本校は・…・・政治・経済学，法律学，理学および英語学を教授
す云々」の開設広告を掲載し， 10月21日に開校した東京専門学校では， 3年制の法律学
科，英語学科の他に，政府当局に対抗して政治経済科が設置され，高田早苗，天野為之，
山田一郎らが経済学（租税論を含む）と日本財政論（現今・旧幕時代）を受け持った。開
校当時の学課担当を財政学関係にしぼって見てみると，高田が租税論を，天野が国債論を
担当している。その後の財政学担当者は，塩沢昌貞，田中穂積へとバトン・タッチされて
行くにしたがって，ここでもドイツ財政学へ傾斜してゆく姿が見受けられる。
• 最後に，英米経済学の関西における拠点と云われている同志社に目を向けてみると，
63)同書， 211-212ペー ジ。
64)堀江における思想上の転変事情については，同書， 255ページ以下を参看せよ。
65)稲垣達郎『早稲田大学70年誌」（昭和27年）および中西敬二郎「早稲田大学80年史」
（昭和37年）を参照。
66)前掲，『同志社90年小史」参照。
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明治8年11月に創設された同志社英学校では，翌年3月に来日し，明治20年頃には既にイ
ギリス風の自由主義経済学を克服して新歴史学派としての立場にたち， 「日本におけるド
イツ新歴史学派の経済学の思想的先駆」67)となったラーネッド (D.W. Learned, 1848ー
1943)によって， 明治11年から25年まで経済学と政治学とが交互に講義されたが68), 初
期から英学校と併立していた同志社女学校でも， 明治13年に本邦科課程の第3年第2期
で，フォーセット経済学が教授されていたように，同志社では創立当初から経済学に可成
りのウェイトがおかれていたようである。しかしながら，財政学についての記録は，少く
とも『年史」の範囲内では殆んどみあたらない。目につくのは，法学部の前身である同志
社政治学校（明治24年開設）の28年頃における「財政学教授兼教頭」が，同志社の卒業生
で A.C. アダムスの『公債論」（明治29年翻訳出版）の訳者の小野英二郎であったという
ことぐらいである。なお明治45年に政治経済学部が開設されたとき，「当時の政治経済学部
は，その教師の多くを京都帝国大学に依存していた」とのことであるが，これによって明
治末期の同志社における経済学や財政学の傾向が察知しうるのではなかろうか。
b 明治，法政，専修，中央の場合
明治13年12月に設立された明治大学の前身， 明治法律学校では， 明治16年2月14日付
「私立学校開申書」のなかに学科目と教科書が記載され，経済学が2, 3年配当の科目に
そしてミルとフォーセットの翻訳書がテキストにあげられている。さらに同年10月の「開
申書」では，設置目的として「法律経済二学科ヲ教授ス」と明記されている。このことは
明治法律学校で当初から経済学が比較的重視されていたことを示すものである。それを具
体的に裏付ける招聘人事をみると，明治14年2月にはアッペール（経済学担当）と宇川盛
三郎（アッペールの通訳および行政法担当）が，翌年の10月には小池靖ー（財政学担当）
が迎えられ，更に18年1月には反保護主義の勇将，乗竹孝太郎が経済学の講師として招聘
されている69)。
明治法律学校と同じく，フランス系の法律学校である東京法学校（明治1舷p5月に設立
され，明治22年5月に東京仏学校と合併し， 和仏法律学校と改称）では70), 学科目およ
び担当講師の決められた明治21年1月における 1・2・3年の配当の科目はすべて法律関
67)住谷，前掲書， 68,83ペー ジ。
68)同書， 54ペー ジ。
69)明治大学法学部85年史編築委員会「明治法律学校における法学と法学教育』 (1966年）
参照。
70) 「法政大学80年史」（昭和36年）参照。
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係のもので，財政学（嵯峨根不二郎担当）と理財学（今村祐担当）は特別科の配当科目で
あった。しかし同じ仏法系の明治法律学校と対照的な法律偏重の東京法学校も明治22年9
月12日に「特別認可学校」に認定されるや， 「東京法学校ハ法律学及ビ経済学ヲ教授スル
所ナリ」と称して，経済学や財政学の講義をも標榜するようになった。明治30年8月の課
程表には，理財学担当の金井延と財政学担当の高野岩三郎の名がみえ，また明治36年9月
から37年9月までの経済学の担当者として，金井延と山崎覚次郎，財政学担当者として岡
実の名が連らなっているが，これをみても同校の経済学関係の傾向がよく解るであろう。
明治13年9月に，創立当初から「法律・経済専攻」の夜間学校として設立された専修学
校は'11)' 明治27年には法律科の生徒募集を中止し経済専門学校に衣がえして再出発した，
この時期としてはユニークな学校であるが，明治29年8月18日付の「東京日日新聞」に掲
載された同校の「理財科生徒募集広告」には第3学年配当の科目として租税論と公債論が
あげられている。設立当初，経済科の講師は田尻，駒井の2名であったのが，明治30年7
月には，田尻の他，井上辰九郎，金井延，松崎蔵之助，小林丑三郎という，当時としては
そうそうたる人物が名をつらねているけれども，同時にこのことは私学における曽てのフ
ランス財政学の牙城に対するドイツ財政学の攻囲を示すものである。
東京専門学校と同じイギリス系の英吉利法律学校（明治18年7月創設）では72), 設立
当初の科目は殆んど法律関係で，理財学関係のものは全くなく，明治20年9月，邦語法学
科に英語が付け加えられたとき，やっと第2学年前期でフォーセットの経済書がテキスト
に採用されたくらいで，この学校が明治22年に，財政学と理財学の科目を設置条件とする
「特別認可校」になるまで，ここでは経済学や財政学は相対的に軽ろんじられていたよう
である。 明治38年8月に経済学科が新設されたとき， 主としてそれの構成にあたったの
が， 金井延'18)と松崎蔵之助であったのを知れば， 明治末期のこの学校の経済学の思潮が
おのずから分るであろう。
C 関西大の場全
明治19年11月4日（木），一旦開校されたのに，若干の手違いで講師が教壇に立つこと
71) 「専修大学90年,1ヽ史」（昭和44年11月）参照。
72)鈴木豊重「中央大学史」（昭和2年9月）および「中央大学70年史」（昭和30年）参照。
73)金井延は，明治24年9月から専修学校， 27年3月には学習院， 28年に和仏法律学校，
それより後に明治法律学校， 東京法学院， 日本法律学校に関係し， 「彼れの関係しない
官私立大学は早稲田，慶応のみで，他は殆んどすべて何等かの交渉を持ったと云える。」
（河合栄治郎，前掲書， 287-8ペー ジ。）
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ができなくなり，そのため急拠，校主の吉田一士74)が経済学の講義を代行してお茶をに
ごしたというエビソードにつつまれて開幕した関西法律学校では，当初から理財学が時間
割に組まれていた75)。講義は週2回， それぞれ1時間（月曜が午後4時半ー5時半，水
曜が午後6時ー7時）で，担当者は野村診吉という検事であった76)。本学の正式開校日
が明治19年12月13日（月）であるから，もし時間割通りに授業が進められたとすれば，経
済学77)の講義は初日のしかも剪頭に行われたことになる。
ところで，初期の頃の経済学講義の内容がどのようなものであったかについて，かつて
杉原は，関西法律学校第1回卒業生の津島重成の丹念に筆記した手塚太郎と野村珍吉の講
義ノートを紹介すると共に78),貫号2期生蔵内静三郎の講義ノートを参照しながら， それ
らを綿密に検討してそれの特色と意味ならびに影響を明らかにし，そして手塚，野村が西
欧経済学の普及状況の東京よりも数段遅れた浪華の地に，講義を通じて直接この学問を移
植したこと，更に講義録や，この学校の関係者を中心とする雑誌「経済叢話」の発行を媒
介としてこの地に経済学の知識を普及させるきっかけを作ったことを高く評価した79)。
この両人のあとをうけて80),本学の経済学の講師に招聘されたのが浜田健次郎であった。
74)関西大学創立70年史編集委員会「関西大学70年史」（昭和31年3月）は先輩の談を引
用して吉田が明治法律学校の出身で当時日本郵船の大阪支店員であったと記しているが
(25ページ），前掲の「明治法律学校における法学と法学教育」の附録「明治法律学校卒
業生一覧表（明治15年10月一明治21年6月）」に彼の名を見つけることができない。
75)明治19年12月12日の朝日新聞に開校広告が掲載され，それに教課内容と担当者名が示
されていた。（『関西大学70年史』 26-27ペー ジ参照。）
76)野村の経歴については「70年史」のなかの記述のほか，関西大学校友新聞「関大」に
連載の「関西大学を築いた人々」⑲薗田香融「草創期の二人物一野村珍吉と水上長次郎
ー」をみよ。なお後述の手塚については，同じく⑱に彼の記事がのっている。
77)本学で理財学が経済学と改称されたのは明治27年以降のことであると年史編纂室の東
元治氏から御教示を得た。なお，同氏には他大学の年史および本学の成績原薄の閲覧等
でも多くの便宜を計って頂いた。記して謝意を表する次第である。
78)杉原四郎「関西法律学校の経済学講義(1)(2)(3)」（「関大経済論集」第19巻4-6号，昭
和44年10,12月および45年2月。）
なおこの講義ノートは，杉原教授の推定によると，明治20年9月から翌年の 5月4日
まで，都合23回にわけて行われたものである。
79)杉原四郎「関西法律学校の経済学講義をめぐって」（『関大経済論集」第20巻第2号，
昭和45年7月， 1-19ペー ジ。）
80)両人の本学退任の年は詳らかではないが，手塚のそれは明治25年頃，野村は26年3月
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東大文学部で理財学を専攻し添田， 阪谷らと同期であった彼は81), その前にも東京商業
学校で経済学を担任していたので82), 司法畑の野村， 手塚と異なり経済学の講義にかな
り練達していたようであるが，彼の講義が「純粋な自由主義でも極端な国家主義でもない
両者の折衷的立場に立つもの」83)という彼の思想を反映していたであろうことは想像に難
くない。とすれば，彼は初期の手塚，野村にみられる英• 仏の自由主義的経済学から，次
の30年代において本学の経済学講義にも可成りの影響を与えたと思われる田島錦治のドイ
ツ風の国家主義的経済学への移行に際し過渡的な役割を果したことになる。
明治33年10月， ドイツ留学から帰国した許りの京都帝大教授，田島は本学に招聘され経
済学を担任し84), 明治34年には第2年級の経済学と第3年級の経済政策とを担当， 自来
大正10年3月まで主要担任科目の経済政策85)と経済学を講義していたようである。86)
さて次に，本学で財政学が独立の科目として現われた時期を見てみよう。
杉原の示唆するところによれば87),本学の初代の経済学担当者である野村の参照したフ
オーセットの『経済学入門」の最後が租税論で終っているのに，彼の講義のなかでこの部
分の省略されているのは，経済学の他に財政学の講義が設けられていたからではないかと。
更に，本学が明治21年10月に特別認可校の資格を得るための申請を文部省へしたとき整備
した学科課程に財政学が第3学年の配当科目としてあげられているにもかかわらず88),
頃と推測されている。（同上， 18ペー ジ，（注） 2) 
81)杉原，前掲，「明治20年代の経済雑誌」， 43ペー ジ（注）9。
82) 『東京商業学校50年史」（昭和14年3月）， 11-12ペー ジ。
なお，東京商業学校と創立当初（明治22年2月）から関係のあった浜田は，明治26年
6月大阪に赴任したが，同校を辞任したのは大正5年3月のことであった。 (84ペー ジ）
83)杉原，前掲，「明治20年代の経済雑誌」， 43ペー ジ（注）9。
84)本学の「明治34年12月特別試験成績薄」の経済学の項に田島の名が記載されていると
ころをみると，彼は少くとも34年の半頃までには本学で講義を始めていたことになる。
85)明治38年の官署報告書（明治37年10月1l'I調べ）には田島錦治の担任科目が「経済政
策」となっている。ちなみに，経済原論は伊香賀矢六，財政学は明治37年10月に就任し
た財部静治の担当科目となっている。(『70年史』 142ペー ジ）
86)大正3年に京大へ入学した石川興二の田島追槌談によると， 「関西大学に於ける先生
の経済原論の講義を私に代ってするようにとのことであったので，……先生のあとに大
学院生としての青ニオの自分が代はることを恐縮しながらお受けして毎週一度大阪へ行
った。」（前掲，『京大経済論叢」第39巻第2号， -140ペー ジ。）
87)杉原，前掲，「関西法律学校の講義をめぐって」， 5ペー ジ（注）9。
88) 『70年史」 46-48ページ参照。
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この科目が実際に開講されたのか，またそうであれば担当者は誰だったのか不明であると
杉原は適確な指摘を行っている。
この時期の資料は極めて乏しいので，現状では不明は不明としておいて，ここでは30年
代の比較的資料の整ったところだけを見てみよう。本学の正式の資料に財政学の名が独立
の科目として出てくるのは， 「明治36年7月卒業試験成績辮」である。そこには財政学の
成績と共に，担任の田代循の名がみられる。翌年7月の「卒業試験成績癒」にも同じ名が
みうけられるが，しかし田代の担当は37年7月までであって，その後は田島の門下で統計
学者の財部静治が財政学を担当している89)。明治37年3月に京都帝国大学法科大学政治
科を卒業し，そのまま大学院に残り，田島の下で経済政策を研究，特に工業政策に興味を
もっていた彼が90), どのような経緯で本学の財政学を担当するようになったのか詳らか
ではないけれども，明治37年9月の経済学科新設にあたって，恩師の田島から推せんされ
たものであろうことは確かである。彼が何時まで財政学を担当していたのかは不詳である
が，明治44年の学年試験に「河田法学士出題」による財政学の問題（商業科・経済科共
通）が『70年史』に記録されているのをみれば91), 少くとも明治40年代には「河田」な
る人物に担当が変っていたと考えられる。そしてこの「河田」が明治40年7月に京都帝大
法学部経済科卒業後， 翌年同大学の講師に就任した河田嗣郎であることはほぽ間違いな
ぃ92)。その頃（明治41年から43年にかけて）彼は「日本経済新誌」と「国民経済雑誌』
に財政学に関する論文を書いているが（後掲の「財政文献目録」を参看せよ）， この河田
もまた田島の推せんによるものであることは想像に難くない。
このように，本学で田島が財政学を講義していたという直接の証拠はいまのところない
けれども， 93) 彼の門下生たちがそれぞれ財政学や時には経済学を担当していたという事
89) (注）85をみよ。
90)大橋隆憲「日本の統計学』 (1965)法律文化社， 60ペー ジ参照。
なお，財部には著魯が13,論文が66あるけれども，財政論に関係するものがひとつも
ない。（『京大経済論叢」第51巻第2号，昭和15年， 91-97ペー ジ参照。）
91) 1. 税制整理ノ根本意義ヲ論セヨ。
2. 租税ノ転嫁力税負担ノ上二及ホス影響如何。以上の 2題である。『70年史」 186-
187ペー ジ。
92)もっとも彼の略年譜には関大講師就任の記述は載ってない。（『大阪商大経済学雑誌J
第11巻第6号，昭和17年12月，「河田前学長追悼論文集」参照。）
93)本学の図書館の起源は明治28年10月に設立された「関西法律学校文庫」であるが(『70
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実は，明治30,40年代に田島が本学で重きをなしていたことを物語るものである。従って
この田島を抜きにして本学の経済学と財政学の歴史を語ることはできないであろう。
年史」年表， 78ページ），『図書目録第1号」は大正元年9月1日に作成された。それに
よると当時の数少い財政関係の蔵書のなかに田島の『最近財政学」が含まれており，そ
の本の背に「関西法律学校講義録」とあるところをみれば，その頃の本学の財政学のテ
キストにこれが使われていたものと思われる。
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〔明治期における財政文献目録〕
参照文献
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(1) 「増訂帝国図書館和漢図書分類目録（国家・法律・経済•財政・社会及統計学之
部）』（明治40年12月）帝国図書館。
(2) 天野敬太郎編「法政・経済・社会 論文総覧」（昭和3年）刀江書院。
(3) 中川与之助「財政学の文献及び資料」（『財政現象の研究」日本評論社，昭和5年，
第1編に所収。）
(4) 「京都帝国大学経済学部創立15年記念経済学会大会 ~（『~
済論叢」第39巻第1号，昭和9年7月， 160-164ペー ジ。）
(5) 本庄栄治郎「明治時代の翻訳経済書」（『日本経済思想史概説」有斐閣，昭和23年，
第12章附録2,258-280ペー ジ。）
(6) 三橋猛雄「経済学文献年表」（『明治文化全集」第12巻経済編，昭和32年改訂版，516
-545ペー ジ。）
(7) 「内閣文庫明治時代洋装図書分類目録」昭和42年。
(8) 太田重弘編「東京大学経済学部所蔵 明治文献目録—経済学とその周辺ー」
（昭和44年3月）東京大学経済学部。
(9) Stammhammer, J., Bibliographie der Finanzwissenschaft. Jena, 1903. 
I. 翻訳書
書名 ①冊数 ②編・著者名 ⑧翻訳者名 ④出版年月 ⑥発行地 ⑥発行者
〔第1期〕
西洋各国銭穀出納表 ①1 ⑧小幡篤次郎 ④明治2年 ⑥東京
収税論 ②③福沢諭吉④明治2年 ⑥東京
注．「西洋事情巻之 1」に所収。〔米〕 Francis Wayland (1796-1865)の The
Elements of Political Economy. Boston, 1837. の抄訳。
償金50億法問題 ②ゾエトベール ⑧大蔵省 ④明治2年
英国賦税要覧 ① 2 R〔英〕アル・ドユドリー・バキストル ⑧襄江何礼之 ④明治4
年
注.Baxter, R. D., Taxation of the United Kingdom. London, 1869. の訳？
保護税説附録①1 ③若山儀一④明治4年⑥東京⑥大蔵省
注．〔米〕Henry Charles Carey (1793-1879)の Principlesof social science. 
London, 3vols, 1858-1859. の抄訳。
合衆国収税法 ① 3 R プーツウエル編 ⑧立嘉度 ④明治5年10月 ⑥東京 ⑥大蔵省
注.Boutwell, G. S., Direct and excise tax system of U.S. Boston, 1863. の訳？
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租税全書①6 ⑧林正明④明治6年
官版巴華麓亜国税法①3 R〔壊〕失伊勃児篤 (Siebold)訳講 古賀保高筆次 ④明
治8年3月 ⑥東京 ⑥大蔵省
彼理氏財原論ー名経済学 ①8 ③〔米〕ペーリー ⑧史官本局（川本清―) ④明治
9-11年 ⑥東京 ⑥須原量平
注.Arthur Latham Perry (1830-1905) の Elementsof political economy. 
New york, 1886. の訳。
グラント
銀行実験論①1 ② 〔英〕阿爾沙・克蘭得能良介督纂⑧宇佐川秀次郎他2名 ④明
治9年
注．文献(5X6)には， Apractical treatise on banking, currency and the ex-
changes, 1866. の訳とある．
〔第2期〕
租税説 ① 1 R〔仏〕ア・チェル ⑧山崎直胤④明治10年9月 ⑥東京 ⑥坂上半七
注.Louis Adolphe Thiere (1797-1877)のDela propriete. Paris, 8°1848. 
の抄訳？
財政約説抄訳 第2巻①1 R〔仏〕戎塞伯・牙爾尼⑧日下寿④明治11年4月
⑥竹中邦香
注.Garnier, Joseph Clement., Traite de finances. 2. edit. Paris, 1862. (1. 
edit. avit ete publiee dans la 1. edition des et petit traites.) 第2部公債編
の訳。
理財論 附続編①2 ②ジョセフ・ガルニエ ⑧中山真一④明治11年5月 ⑥東京
⑥大蔵省
注.Traite de finances, 1862. の訳。
英国雑種税表 ① 1 R〔英〕ホワイトケル ⑧加藤政之助 ④明治11年9月
万国国債政表①1. ③〔英〕アール・デドレー・バキステル ③呉文総④明治11年
⑥東京 ⑥松井忠兵衛
注.Baxter, R. D., Recent prog~ess of national debts, 1874. の訳？
パトピー
仏国収税法 ③〔仏〕抜的比 ③米田精 ④明治11年 ⑥東京（京都） ⑥大蔵省租税局
（村上勘兵衛）
注.Batbie, A., Le budget rectificatif, economies et nouveaux im西ts.
Revue des deux Mondes,_ 15 juillet 1871. の訳？
収税要論上 ①1 ③（英〕弥児③和久正辰④明治12年7月 ⑥松井忠兵衛
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注. J.S. ミル『経済学原理」第 5 絹第 2• 3章の訳。
b37 
仏国紙幣始末 ① 1 R〔米〕ホアイト・アンドレウヂアクソン ⑧津田興二 ④明治12
年10月
官民権限論 巻1 R〔英〕ジョン・スチウワート・ミル ⑧渡辺恒吉④明治12年
注． ミル『経済学原理』第5編「政府の影轡について」の訳。
理財要旨 ① 5 R〔壊〕シーボルト編簗 ⑧前田利器 ④明治12年
注．文献(5)には， Siebold,H. von., Compedium of the science of finance, 1879. 
の訳とあるも，文献(9)には著者，著書ともに該当なし。
財政論 関税之部・地方税之部 ①2 ③ 〔仏〕ポール・レロアボリュー ⑧田尻稲次郎
④明治13年1月 ⑥北沢伊八
注.Leroy-Beaulieu, Paul., Traite de la science finances. Paris, 1877. 2 edit. 
rev., corr. et augm. 2 vol. Paris, 1879. の訳。
日本公債弁①1 R〔独〕宝眉謁編述⑧三浦良春 青山大太郎 ④明治13年 ⑥東京
⑥大蔵省
注.Mayet, P., Die japanishe Staatsschuld. Zwei Vortrage, geh. am 26. Sept. 
u. 12. Oct. 1878 vor der, Deutschen Geselschaft fir Natur-und Volkerkunde 
Ostasiens. "(Aus,, Mittheilungen obijer Gesellsch.") fol. Berlin, 1879. の訳。
紙幣要論①2 ② 〔米〕エ・マン ⑧渡辺修次郎 ④明治13年
注.Mann, C. A., Paper money the root of evil; exam. of currency of U. S. 
New York, 1872. の訳？
租税論 ① 2 R〔仏〕レルワボリュー ⑧大蔵省租税局訳 ④明治14年
合衆王国内国税年報編纂書 1856-65年 ⑧横尾平太 ④明治14年 ⑥東京
関税論（上・下） ① 2 R〔米〕備具阿郎③井上勤④明治14-17年⑥大蔵省関
税局
注．文献(5)には， Bigelow,Erastus Brigham., の Tariffquestion considered 
in regard to the policy of England and the interests of the United States. 
Boston, 1862. の訳とあり。
列氏財政論後編 紙幣論の部② 〔仏〕ポール・レロアボリュー ③太政官第一局
④明治15年9月 ⑥東京 ⑥太政官
国債論 ① 2 R ルロアボリュー ③田尻稲次郎講述 ④明治15年10月・明治16年4月
⑥専修学校
注．自第1巻至第4巻（明治15年10月）自第5巻至第10巻（明治16年4月）の2分冊
で専修学校教科書として発行。
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租税論 ①4 ③ルロヲボリュー ③大蔵省租税局 ④明治15年11月 ⑥製紙分社
注．明治18年に合本 (2冊），明治19年に博聞本社より再版。アダム・スミスの租税
原則を引用。
財政弁偽①1 ③寺島宗則口授三宅宅三訳④明治15年
理財学講義①1 ③ （仏〕亜辺爾講述 ③宇川盛三郎口訳④明治16年4月
注．アッペー ・ル (GeorgeAppert)の明治法律学校での9回にわたる （明治 15年10
月16日ー翌年2月9日まで）財政学講義をまとめたもの。なお， 明治17年 1月に
は，藤根富弥編で東京の随時書房から「経済学講義」（明治16年2月） と合綴した
ものが出版された。
仏国租税全書 ①1 ②エヅワール・ビーヌ ⑧大蔵省租税局 ④明治16年6月 ⑥東京
⑥大蔵省
注.Vignes, Edouard., De le reforme de l'impot au point de vue de la pro-
portionnalite. Paris,1865. の訳？
歳計予算論 ① 4 R〕仏〕ルロワ・ボリュー ⑧駒井重格 ④明治16年6月 ⑥東京
⑥大蔵省
注．ボリューの「財政学（第2版）」 (1879)第2部の "Lebudget et le credit 
public"の訳。明治19年に第1および第2の再版が発行された。
租税論 第2-4分冊 ① 3 R〔仏〕ポール・レルワボリュー ⑧大蔵省租税局④明
治16-18年⑥東京
国債史①1 R〔仏〕ボリュー ③田尻稲次郎講述専修学校生徒筆記④明治17年3
月
注．ボリュー「財政学」 (1877)第2部公債編の訳。
租税論（上・下） ①2 ② 〔仏〕ボール・ルロワボリュー ⑧大蔵省租税局 ④明治19
年5月 ⑥東京 ⑥大蔵省
〔第3期〕
財政学 ①1 ③ 〔独〕アロイス・ピショッフ ③飯山正秀 ④明治20年3月 ⑥東京
⑥大倉書店
注.Bischof, Alois., Katechismus der Finanzwissenschaft. Leipzig, 1870. の訳。
租税論①1 R〔英〕宝節徳 (HenryFawcett) ③矢野常太郎 ④明治20年7月
⑥東京 ⑥三田印刷所
国債論①4 R〔仏〕ルロアボリュー ③田尻稲次郎 ④明治20年 ⑥東京 ⑥専修学
校
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英国地方制度及税法②1 ⑧ 〔英〕ライト・ボプハウス ⑧水野遵④明治20年
仏国政府会計一斑 附各国会計大要①1 ⑧ 〔仏〕クレルジェー ⑧藤井善吉④明治
20年⑥東京⑥大蔵省
注.Clergier. La comptabilite en France. gr. 8°. Paris, 1877. の訳？
歳計予算論①1 ② 〔独〕グナイスト ⑧中根重一④明治21年6月
注.Gneist, H. Rudolf., Budget und Gesetz nach dem konstitutionellen 
Staatsrecht Englands mit Rilcksicht auf die deutsche Reichsverfassung. 
gr. 8°Berlin, J. Springer, 1867. の訳？
壊国スタイン氏税法講義筆記①1 ④明治21年7月 ⑥東京 ⑥大蔵省主税局統計課
公債論（東京専門学校講義録） R〔米〕アダムス ⑧天野為之 ④明治21年
仏国地方会計②邑会計編③吉田進小出拙蔵④明治21年⑥東京⑥集成社書店
財政学 ①1 ② 〔伊〕コッサ ③町田忠治 ④明治22年9月 ⑥東京 ⑥集成社書店
注.Cossa, Luigi., Primi elementi di scienza delle finanze. Milano, Hoepli, 
1876. の英訳 (Taxation,its principles and methods. London, 1888.)を基礎
として独訳 (Grundriss der Finanzwissenschaft. Nach der 3. Aufl. der 
Elementi di Scienza delle Finanz frei bearbeitet von Prof. Dr. K. Th. 
Eheberg, 1888.)を参照のうえ重訳されたもの。訳者によれば， 当初，嵯峨根不二
郎と共訳する筈であったが，故あって，和田垣謙三，中根重ーの教えを乞いつつ単
独で訳出。明治25年に再版発行。
地方財政学（自第1回至第10回） ① 1 R〔独〕ラートゲン講述鶴岡義五郎編簗
⑧中根重ーロ訳 ④明治22年10月（第4版は明治24年） ⑥東京 ⑥日本書籍社
注.Karl Rathgenによる自治研究会（明治21年11月2日）での講義筆記。
字国官有地管理論 ① 1 ®〔独〕ハー•オュルリヒス ⑧大蔵省 ④明治22年11月
⑥東京 ⑥大蔵省
市町村税論②③関 澄蔵④明治22年⑥東京⑥中近堂
歳計予算論①1 R〔独〕ラバント ③内閣法制局 ④明治23年11月 ⑥牧野善兵衛
注.Laband, Paul., Reichshaushaltetat. Stengel's Worterb. d. deutsch. Ver-
waltungsrechts, I. 1890. の訳？
理財字冊 予算之部（上・下） ① 2 R〔仏〕レオン・セー ⑧大蔵省主計局訳編
④明治23年 ⑥東京 ⑥大蔵省
地租軽減の説 R〔独〕マイエット ⑧斉藤鉄太郎 ④明治23年
注.Mayet, P., Landwirtschaftliche Versicherung in organischer Verbin-
dung mit Sparanstalten, Bodenkredit und Schuldenablosung, 1888. の和訳
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「農業保倹論」の附録第3。なお英訳が明治26(1893)年に発行されている。
予算論 ① 1 R〔独〕コンランド・ボルンハック ⑧牧禄二郎 ④明治24年2月 ⑥東京
白耳義国税務類簗 ①1 ③⑧大蔵省主税局 ④明治24年4月
財政学 ①1 ③ 〔独〕エフ・ハインリッヒ・ゲッフケン ③内閣記録局（山吉盛光）
④明治24年9月 ⑥東京 ⑥敬業社等
注.Geffcken, F. Heinr., Wesen, Aufgaben und Geschichite der Finanzwis-
senschaft. Handbttch d. polit. Oeconomie, hrsg. von Schonberg. 1. u. 2. 
Aufle. 1882-84. 3. Aufle., 皿， 1891.よりの抄訳。
財政原論①1 R〔独〕カ・テ・エーヘベルヒ ⑧寺田勇吉平塚定二郎④明治24年
10月 ⑥東京 ⑥八尾書店
予算論 R〔仏〕レオン・セー ③牧禄二郎 ④明治24年 ⑥東京
議院ノ予算増加二係ル意見書 ③ （伊）パステノストロー ⑧鹿野五一郎 ④明治24年
災害救済論③ （字）ペ・マヱット ③青山大太郎 ④明治24年
予算法及会計監督 ① 1 R〔独〕コンラート・ポルンハック ⑧有松英義 ④明治25年
欧洲諸国財政論①1 ③ 〔独〕フォン・ ヒヤード・カヲフマン ⑧内閣記録局 ④明
治25年 ⑥東京
注.Kaufmann, Rich. v., Die anwachsende Staatsschuld der europaischen 
Grotzmachte. (Jahrbucher f. Nat.-Oek. St., N.F.,XV, 1887)の訳？
仏国代議院関税問題事録抜茉 (1891年6月2日） ⑧渡辺全七郎 ④明治25年
官吏俸給論（ワグネル財政学） ①1 ⑧内閣記録局 ④明治26年5月
米国州市租税論（東京専門学校講義録） ①1 ② 〔米〕リチャード・ティー・イーリー
⑧家永豊吉塩沢昌貞④明治26年
注.Ely, R. T., Taxation in American states and cities. New york, 1888. の
訳？
土地信用組合・農業信用組合（財務参考書第1集） ①1 ②レオン・ゼー ⑧大蔵省
④明治26年
注． レオン・ゼー財政字彙より抄訳。
威氏租税論①1 ③ 〔米〕イーリー ③家永豊吉塩沢昌貞 ④明治27年5月 ⑥東京
⑥丸善
独｛俎炭争軍費始末書 ①1 ⑧大蔵省 ④明治27年10月
注.Hirth, G., Matrikttlarbeitrage oder Reichs-Einkommensteuer? Bericht 
fiber die Eisenacher Versammulung am 1. Oct. 1874. (Aus,, Annalen des 
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Deutschen Reichs".)2. Abdr. 80. Leipzig, Hirth, 1874. の訳？
独仏戦争に関する財政論①1 R〔独〕アドルフ・ワグネル ③農商務省 明治28年
仏国償金論 ③ （独）ショードベール ③磯部正春 ④明治28年
50億法償金論 ②（独）バンベルゲン ③美濃部俊吉④明治28年 ⑥武田文八
公債論 ①1 ② 〔米〕アダムス・エチ・シー ③小野英二郎訳補 ④明治29年4月
⑤東京 ⑥経済雑誌社
注.Adams, H. C., Public debts: an essay in the science of finance. New 
York, 1887. の訳。
〔第 3期〕
単税 ① 1 R〔米〕シー・イー・ガールスト ④明治30年
注．明治32年に『単税経済学』と改題。 CharlesElias Garst (1853-1898)の和名
が単税太郎。米のデサイプル派宜教師。日本で伝道のかたわら H・ジョージの単税
論を宜伝。
国家経済論 ① 1 ② 〔独〕グスターフ・シェーンベルヒ ③依田昌言 ④明治30年5月
⑤東京 ⑥博文館
財政学 ① 1 ② 〔独〕グスターフ・コーン ③天野為之補訳④明治23年8月 ⑥東京
⑥富山房
注.Cohn, G., The science of finance. Translated by T. B. Veblen. Chicago, 
1895. の訳。
財政学①1 ② 〔英〕バステープル ⑧井上辰九郎 高野岩三郎 ④明治32年8月
⑤東京 ⑥東京専門学校出版部
注.Charles F. Bastable (1885-1945)の PublicFinances. London, 1892. の訳。
再版は明治33年7月。
単税経済学 ①1 ②ガルスト 小川金治編④明治32年12月 ⑥経済学雑誌社
財務行政論①1 R〔独〕アドルフ・ワグネル ③増沢有④明治33年5月 ⑥東京
⑥上原書店
注.Wagner, Ad., Uber soziale Finanz-und Steuerpolitik. Archiv f. soz. 
Gesetzg., Bd. 4, 1891. の訳？
財政学 ①1 ③田中穂積④明治33年 ⑥東京 ⑥明法堂
注. G・ シェーンベルク『経済学要党」 (1882)第3巻の抄訳。
セリグマン氏累進税論 ①1 ②セリグマン ③神戸正雄④明治34年 ⑥東京 ⑥早稲
田大学出版部
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注.E. R. A. Seligman (1861-1939)の累進課税に関する著作には次の 3つのもの
がある。
(1) The theory of progressive taxation. Publicat. of the Americ. Econom. 
Assoc, 1892. 
(2) Progressive taxation. Political Science Quarterly, vol. 8, 1893. 
(3) Progressive taxation in theory and practice. Baltimore, Publicat. of 
the Americ. Econom. Assoc, 1894. 
財政学 ①1 ② 〔伊〕ルイギー・コッサ原著〔独〕カー・テー・ヱーヘベルヒ独訳
⑧和田垣謙三重訳 ④明治35年5月 ⑥東京 ⑥金港堂書籍株式会社
海軍拡張と財政 ① 1 R〔独〕グスターフ・シュモラー アドルフ・ワグナー ⑧阿部
秀助 ④明治35年11月 ⑥東京 ⑥民友社
注．ワグナーのものは， DieFlottenverstarkung und unsere Finannzen. (Han-
dels und Machtpolitik, I) 1900. の訳？
ワグナー氏財政学 ①2 ②アドルフ・ワグナー ⑧滝本美夫解説 ④明治37年10月
注．明治38年5月に合冊出版。
植民地財政制度史 ②オー・ビー・オースチン ④明治38年
公債価格高低論 ① 1 ②ソーンウェル・ヘインス ④明治39年3月 ⑥東京銀行集会所
日露之戦費（日露戦争の財政的方面） ① 1 R〔独〕カル・ヘルフエリッヒ ⑧森 孝
三 ④明治39年5月 ⑥台湾日日新聞社
完.Helfferich, k., Russie et Japon Les finances belligerants; trad.d. l'ale-
mand. Paris・, 1904. の訳？
〔第4期）
租税転嫁論 ① 1 R〔米〕エドウィン・セリグマン ⑧関口健一郎 ④明治42年5月
⑥東京 ⑥博文館
注.Seligman. E., On the shifting and incidence of taxation. Baltimore, 1892, 
の訳。
租税論 ① 1 R〔米〕エドウィン・セリグマン ⑧三上正毅 ④明治43年12月 ⑥東京
⑥大日本文明協会
注.Essays in taxation. London, 1895. の訳。
殖民地財政論 R米国経済学協会 ⑧樺太庁 ④明治44年
〔出版年不明〕
国債要覧①1 ⑧翻訳局（林正明） ⑥東京⑥．叩書局
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伊国5分利付公債引換論 ①1 ②デ・ヨハニス ③吉田秀男 ⑥東京交換所
注.Johannis, A.J.de., Sul riordinamento de! debito italiano. Giorn. d. Econ., 
1890. の訳？
歳計予算論 ① 1 R〔仏〕ボリュー ⑧駒井菫格 ⑤東京 ⑥専修学校
租税原論 完 ①1 ② 〔仏〕ボリュー ⑧田尻稲次郎講述⑥東京⑥専修学校
財政学（東京琳門学校講義録） ① 1 R[英〕バステープル ③井上辰九郎 ⑤東京
⑥東京専門学校
減債基金論 ① 1 ②エドワード・ロッス
注.Ross, E. A., Sinking funds. Publicat. of the Americ. Econom. Assoc., VD, 
No. 4 & 5 1886. or Sinkiug fund. Baltimore, 1892. の訳？
JI. 著 書（政府刊行物およびパンフレット類を含む）
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租調考 ②三浦千春 ③明治2年
諸県出納勘定帳雛形 ②太政官 ③明治5年5月
田税新法 ① 15 @神田孝平 ③明治5年 ④東京 ⑤紀伊国屋梅治郎
証券印税心得 ① 29 ②大蔵省⑧明治6年5月
印紙税略説 ① 14 ②陸奥宗光（租税頭） 明治6年5月
会計問答巻之ー• 財政摘要②福井信編③明治7年6月 ⑤六石山房
発酉租税納訳表（明治7年4月ー8年8月）附甲戌租税納訳表
R大蔵省租税寮編⑧明治7年ー8年
地竿手引案内 ②野田幸十郎 ⑧明治8年5月 ⑥須原銭二
印部諸税年表（明治6年分） R大蔵省租税寮編③明治8年 ④東京
第3種税年表（明治7年分） R大蔵省租税寮編 ③明治8年 ④東京
日本府県民費表（明治6年ー10年） ②太政官政表課等編⑧明治8年ー12年 ④東京
⑥印書局
田租米金偏廃スヘカラサ）レノ建議 ① 1 ③岡田良一郎 ⑧明治9年12月181=1
注．静岡県管下遠江国民会談長から当時の内務郷大久保利通に対する提案
〔第2期〕
租税提要 ① 27 ②大蔵省租税局 ③明治10年12月
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理財稽蹟（写本） ①4 ②松方正義（大蔵大輔） ③明治11年
公債証書条例全書 附沿革 ①1 ③越野精一編⑧明治11年④東京 ⑤国文社
起業公債証書発行条例第6条第5節参考 ①1 ②第1国立銀行編 ⑧明治11年 ④東京
税法類編 ②大蔵省租税局編③明治12年 ④東京
租税提要 ① 1 ②大蔵省租税局 ③明治12年
愛媛県地方税一覧表 ③渡理信存編③明治12年
税金の論 ①1 ③明治12年
岡山県下新旧額収支調査表 ②岡山県編③明治13年④岡山
大蔵省沿革志 ① 30 ②大蔵省編 ③明治13年
日本財政困難救治策 ー名紙幣論 ①1 ②善積順蔵③明治13年
府県会規則備考 附地方税規則備考他 ②内務省編③明治13年④東京
税則大全 ②前田長三郎編 ③明治13年 ④堺（大阪府）
大隈君財政要覧 附大隈君小伝並退職始末 ②木滝清類編③明治14年2月 ⑥山中市兵
衛
合衆王国内国税年報編簗書 ③明治14年4月
地方税収入予算累年比較表及其他諸種表（明治12-14年） R内務省庶務局編 ③明治14
年④東京
地租改正報告書 ①1 ②大蔵省編③明治15年2月
現行地方財政法規 ①1 ②横田忠三郎編 ③明治15年8月 ④大阪 ⑤岡島真士
帝室財産意見 ②福沢重香③明治15年11月
府県地租改正紀要 ① 3 R 大蔵省③明治15年
現行租税法 ① 1 R 大沢典徳編③明治15年
沿革備考会議五法全書 ①5 ②大野斃運編⑧明治15年 ④東京 ⑥報告社
府県地租改正例規沿革撮要 ① 3 R 地租改正局撰⑧明治15年
現行租税法規類漿（明治16年6月30日現在） ②斉藤千太郎編 ③明治16年④ 東京
現行税法類築 ②柴田道由編⑧明治16年 ④東京 ⑤忠愛社
現行税法彙纂井附録 ②広島県編③明治16年④東京 ⑤有隣堂
現行酒造税則類編 ②横田忠三郎編 ③明治16年 ④大阪 ⑤岡島宝玉堂
地租軽減掟之註釈 ー名不景気②租父江道雄③明治17年1月 ④愛知 ⑥石版舎
本邦財政大意 ③佐々木和亮⑧明治17年1月 ⑤泰山堂
税法類編 ①1 ③大蔵省主税局編 ③明治17年④東京
114 
'~ 
財政学の導入と普及径路に関する覚書（戒田） 645 
地租改正私議①1 ③尾崎行雄著 中村為吉編③明治17年④大阪（新潟） ⑥報知
社（文林堂）
現行日本税法①2 ②鎌田寛渡辺琢次郎編⑧明治17年④東京
現行租税法規類漿（明治17年8月1日現在） ②斉藤千太郎編 ⑧明治17年 ④東京
地方税予算決議額一覧表（明治15-17年度） ③内務省庶務局編 ⑧明治17年 ④東京
明治16年1月地方税経済に属する土地坪数表R内務省地理局（片倉直方）編 ⑧明治17
年④東京
租税築論 ①1 ③山本金一郎 ⑧明治17年④京都
現行租税法規類纂 ②山形県（渡瀬正睛）編③明治17年 ④山形
通俗地租改正私儀 ③尾崎行雄⑧明治18年7月 ⑥報知社
大日本租税志（自明治15年）①30 ②大蔵省租税局（野中準等編修） ⑧明治18年
官民必携租税提要①1 ②市岡正一編⑧明治18年 （再版明治19年）
酒造税則他 ②大蔵省主税局編③明治18年④東京
府県商業税賦課方法論⑧角 利助③明治18年④鳥羽（同年の再版は津の郁文堂刊）
租税全書 ①1 ②小泉久太郎編⑧明治18年
新令醤油租則類築③弾舜平編⑧明治18年④大阪⑥紫光堂
三重県収税課年報（明治16-19年） ① 1 R 三重県収税課⑧明治18-20年 ④津
地租便覧 ①1 ③大蔵省主税局 ⑧明治19年1月
外国債募集意見並附言 ① 1 R 藤田一郎立案 ⑧明治19年2月
租税論（経済科講義録）第1回第2回 R高田早苗③明治19年
本朝税法要鑑①5 ②岩沢茂吉編⑧明治1吟三東京 ⑥中央堂
売薬税（明治19年7月現在） R大蔵省主税局編⑧明治19年④東京 ⑥博聞社
船税則（明治19年7月） ②大蔵省主税局編③明治1吟三 ④東京 ⑥博聞社
租税不納処分規則 ②大蔵省主税局編⑧明治19年 ④東京
現行税法大全 ②緩鹿実彰編 ⑧明治19年 ④東京 ⑤忠愛社
現行租税法規類衆（明治19年6月30日現在） R斉藤千太郎編 ⑧明治1絆F ④東京
〔第3期〕
t,. 明治2哨三代
所得税法註釈 附手続心得 ①1 ③石川惟安⑧明治20年4月 ⑥松成伊之助
仏国会計法 ②大蔵省報告課⑧明治20年5月
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白耳義国会計法典 ③大蔵省報告課 ③明治20年5月
白耳義国葡萄酒消費税法他 ②大蔵省主税局 ③明治20年12月
現行北海道水産税則 R伊藤鋳之助編 ⑧明治20年 ④函館
日本財政論（東洋遺稿ノ内） ①1 ②小野梓⑧明治20年
伊太利国会計法 ②大蔵省 ③明治20年
島根県収税課年報（明治18-19年） ②島根県編 ⑧明治20年• ④松江
証券印税罰免要覧 ②下司盛吾編 ⑧明治20年 ④東京 ⑤博成社
検税至要 ②下司盛吾編 ③明治20年 ④東京 ⑤九春堂
現行酒造税則全書 ②弾舜平編⑧明治20年④大阪⑥此村彦助
現行租税法規 ②長尾景弼編 ⑧明治20年 ④東京 ⑤博聞社
現行兵庫県収税全書（明治6-20年） R古屋宗作編 ⑧明治20年 ④大阪 ⑤一成舎
所得税法輯覧②前田 治編③明治20年④徳島
所得税法解釈 ②安井講三 ③明治20年 ④東京 ⑥正文堂・玉山堂
租税論 ① 1 ②高田早苗講述 ③明治21年7月 ④東京 ⑥横田書屋
現行地方税法規 ②萩原久太郎編 ⑧明治21年 ④東京 ⑤公令舎
滋賀県各郡租税負担表（明治19年） ②滋賀県 ③明治21年 ④大津
財論 ① 1 ②土子金四郎 ⑧明治21年
宮城県収税一斑（明治18-23年） ②和田陽三郎等編 ③明治21-24年 ④仙台
直税及間税 附欧米経済学者の直間税に於ける定義 ①1 ②町田忠治 ③明治22年2月
④東京 ⑥集成社書店
類簗大蔵省沿革略志①1 R 大蔵省記録局編 ⑧明治22年6月
財政学（上・中） ①2 ②嵯峨根不二郎 ③明治22年9月・ 24年 1月 ④東京 ⑤牧野
善兵衛
税則彙纂 ① 1 R 松浦正重編 ⑧明治22年10月 ④東京 ⑥金港堂
租税論 ①1 ②高田早苗 ⑧明治22年11月 ④東京 ⑥横田書屋
要提理財学 ①1 ②荒井甲子三郎 ③明治22年
国債始末 ②大蔵省編 ⑧明治22年
帝国租税法 ②竹内直養等 ⑧明治22年（明治23年増補再版） ④東京 ⑥国文社
現行大日本税法大全②吉川新太郎渡辺茂男編③明治22年④東京 ⑥春陽堂
予算出納並決算二関スル意見①1 R 渡辺昇③明治22年
吹麿録（上・下） ①2 ②勝安房⑧明治23年1月 ④東京⑤大蔵省
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H本会計法要録 ① 1 ②阪谷芳郎 ③明治23年2月 ④東京 ⑤博文堂
会計法釈義②北島兼弘石渡伝蔵徳山姪一郎⑧明治23年4月 ④東京⑤博聞社
財政学（講習全甚） ① 1 ②横田秀雄③明治23年7月 ④東京 ⑤博文館
字國予算出納決算法類衆（上・下） ①②2 大蔵省主計局 ③明治23年8月
吹塵余録① 1 ②勝安房③明治23年9月 ④東京⑤大蔵省
日本財政史（講習全害） ① 1 ②荻野由之 ③明治23年10月 ④東京 ⑤博文館
予算論cs本叢書） ① 1 ②陸実③明治23年12月 ⑤日本新聞社
地租税率軽減論 ①2 ②⑤成田忠平 ③明治23年12月
地租条例二関スル諸規則 ②今井惟明編 ③明治23年 ④水戸 ⑤茨城日報社
国税滞納処分法註解（攻法誌第6号附録） ②益友会編③東京 ④明治23年
国債沿革略 ①2 ②大蔵省③明治23年
国税滞納処分法解釈②小野崎吾助 草光万平③明治23年④東京 ⑤八尾書店
酒造税法規 ②河合栄吉編 ③明治23年 ④鶴岡（山形県）
国税滞納処分法義解 ②木戸有直高橋虎太③明治23年（同年訂正再版） ④東京
現行租税類簗 ②衣斐鶴次編 ③明治23年 ④岡山 ⑥文珍堂
税関法釈義 ②塩谷富太郎 ③明治23年 ④長崎 ⑥安中半三郎
現行酒造税則全書 ① 1 ②鈴鹿弁三郎編 ③明治23年 ④京都
現行地租条例 ②周藤繁次郎編 ③明治23年 ④福井 ⑤公報社
国税地方税市町村税滞納処分法問答①1 ②竹尾高堅 ③明治23年 ④福島 ⑥竹内活
版舎
現行類輯地方財政法規 ②谷口覚太郎編⑧明治23年 ④浦和 ⑤有成堂
国税滞納処分法釈義 ②津田峻吾 ③明治23年 ④笠岡（岡山県） ⑥岡本思古堂
現行税法 ②寺尾卯之助編③明治23年 ④浦和 ⑤文華堂
日本経国論 ① 1 ②藤田一郎 ③明治23年
改正現行酒造税則 ②松岡直造編 ⑧明治23年 ④津 ⑤河島九右衛門
国債論（講習全書） ① 1 R 織田 一③明治24年1月 ④東京⑥博文館
輸入用紙税額改正之義二付請願害 ②村田一郎 ③明治24年 1月 ④東京 ⑤製紙分社
地租改正評論②金子雄一 秋田松之助③明治24年2月 ⑤山口防長新聞社
予算論綱（講習全苫） ① 1 ②添田寿一 ③明治24年2月 ④東京 ⑤博文館
賦税全廃済世危言 ① 1 ②城泉太郎編述 ③明治24年3月 ⑤知新館
注．ヘンリー・ジョージの土地単税論を租述したもの。
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陸軍予算二関スル意見ノ概略 ②小野武雄演説 ③明治24年10月12日
大日本帝国25期間財政始末 ②阿部興人 ③明治24年11月 ④東京 ⑤博聞本社
地租軽減について（大日本農会報号外） ①1 ③沢野 淳⑧明治24年11月
特別地価修正論 ① 1 R 大野惣吉 ⑧明治24年1月 ⑤博文堂
鉄道国有論 ① 1 R 尾崎三良演述 ③明治24年1月 ⑤東京印刷会社
政費節減策 ①1 ②梶原蒐喜編述 ③明治24年12月 ⑤学友館
国債沿革略 ① 1 R 大蔵省理財局編 ③明治24年12月
鉄道国有論 ① 1 R ⑥白石直治 ③明治24年12月 ④高知
輸出税全廃ヲ翼望スルノ主意書 ①1 ②望月二郎編 ③明治24年12月
地租軽減之一斑 （明治24年12月9日甲府市舞鶴館二於テ） R椿山樵夫演説傍聴生某速
記 ⑧明治24年
減租参考一斑 ①1 ②天春文衛 ③明治24年
国税府県税徴収法問答 ②石川平吉 ⑧明治24年 ④宇都宮
地租に係る統計②青砥亮編⑧明治24年④東京
沖縄県収税一斑 ②沖縄県編 ③明治24年 ④那覇
現行間税法②鎌田 寛編③明治24年④東京⑤東海書館
租税一覧表（明治22-23年） R群馬県直間税署編 ③明治24年 ④前橋
歳出予算対照増減表（明治22-25年度） ②自由党政務調査部編 ③明治24年
現行福島県地租法令類纂 ②佐藤悟郎 松崎万次郎編③明治24年 ④福島 ⑤昌栄堂
歳計論（購習全沓） ①1 ②添田寿一 ⑧明治24年 ④東京 ⑥博文館
東京市府収支要録（明治24年度） ②塚本甲子郎 ⑧明治24年 ④東京
帝国間接租税法 ②並河清編③明治24年④京都⑤村上勘兵衛
帝国直接租税②並河清編③明治24年④京都⑤村上勘兵衛
地価修正得失論 ①1 ②浜田健次郎 ③明治24年
地租考 ②広島県地価修正請願同盟編③明治24年 ④広島
地租要覧②三瓶篤⑧明治24年④ 仙台⑤河東田寛林
酒造税則改正請願書写②渡辺徹編③明治24年④御影（兵庫県）
本邦地租論 ①1 ②国府義胤 ⑧明治25年1月 ⑤青山清吉
地租改良策 ①1 ②松崎蔵之助 ⑧明治25年3月 ④東京 ⑤富山房書店
国ノ境遇卜地租軽減②井上毅③明治25年3月 ⑤忠愛社
118 
財政学の蒋入と普及径路に関する覚書（戒田） 649 
本邦地租論 ①1 ②矢野芳弘編 ⑧明治25年4月 ④東京 ⑤日本経済会
地価修正要論①1 R 角利助⑧明治25年4月
日本財政総覧（国庫財政編表之部第壱輯） ①2 ②細川雄二郎編簗 ③明治25年5月
日本法令予算論 ①1 ②ー木喜徳郎 ③明治25年5月 ④東京 ⑥哲学書院
松方伯卜明治理財法 ①1 ②阪谷芳郎 ③明治25年9月
財政通論（上・下） ①2 ②添田寿一 ③上編は明治25年11月，下編は明治25年12月
（明治26年3月再版） ④東京 ⑤金港堂書籍会社
財政通論 ①1 ②添田寿一 ③明治25年11月 ⑤金港堂書籍会社
歳計予算論 ① 1 R 曽禰荒助 ⑧明治25年11月 ④東京 ⑥丸善商社書店
新版明治財政要監 附録日本の財政 ①1 ②細川雄二郎解疏③明治25年11月 ⑤苓北
文庫
特別地価修正参考我国の地租方①1 ②角利助③明治25年11月 ④京都⑥林
忠志
町村歳出入一戸当対照表 ①1 ②栃木県編 ③明治25年 ④宇都宮
香川県財政統計書第1回（明治23年） ①1 ②香川県編⑧明治25年④高松
国税滞納処分法他 ②行政裁判所編 ③明治25年 ④東京
熊本県会計諸法規大全R熊本県編⑧明治25年熊本
官民必携国税要監①1 ②楠慎一③明治25年④足利（栃木県）
租税論（専修学校講義録） ①1 ②嵯峨根不二郎講述小倉光太郎筆記 ③明治25年
各省所管官有財産目録（明治24年3月31日現在）附自明治24年4月1日至明治25年3月31
日各省所管官有財産異動目録 ②衆議院事務局編 ③明治25・26年
棉花輸入税廃止調査報告書 ②首藤文雄 ③明治25年
歳計予算比較表 ②大成会編 ③明治25年
日本財政総覧（第一輯国家財政編表之部自明治元年度至明治23年度） R細川雄次郎編
③明治25年
独逸関税法 (1869年7月10日） R横浜税関編 ③明治25年 ④横浜
所得税法規提要 ⑧明治25年 ④広島
非地価修正非地租軽減民力休養策②鈴木藤左衛門（幡東） ⑧明治26年2月 ⑤東
京堂
第4期貴族院非地価修正論弁駁②板東勘五郎③明治26年2月 ⑤林清志
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各省所管官有財産異動目録（自明治24年1月 1日至明治25年3月31日） ②貴族院事務局
③明治26年3月
公債償還及利子低減ヲ要スル意見書 ①1 ②雨宮敬二郎 ⑧明治26年4月 ⑤古屋豊次郎
1893年度政府歳計予算書 ②大藤省主計局貨幣課③明治26年10月
財政学の近況（大学通俗学術諧談会筆記） ②金井 延③明治26年1月
棉花輸入税二関スル意見 ②横井時敬編③明治26年1月 ⑥農民倶楽部
地租問題二就テ ① 1 R 木暮武太夫 ③明治26年1月 ④伊香保 ⑥森田昌太郎
輸入棉花，輸出棉花（関税免除論簗続編） ③⑥森岡竹之助編 ⑧明治26年12月
各税徴収費取調表（明治24年度） ②大蔵省主税局編 ⑧明治26年 ④東京
現行租税法 ②太田正亮赤坂徳則編③明治26年④梅坪（愛知県）
輸出税全廃に賛成する理由（明治26年1月6日東瓶商工相談会に於いて） ②島田三郎演
説 ③明治26年
直税署間税署統計書第9回（明治24年） ②富山県直税間税署編③明治26年④富山
輸入棉花関税二関スル意見（農学会報告外） ②農学会編⑧明治26年
帝国財政意見①1 ②田口卯吉演説丸山平次郎速記 ⑧明治27年5月 ⑥大阪経済社
地方自治財政論（社会文庫第12編） ①9 ②石塚剛毅⑧明治27年6月 ⑥博文館
物品会計論 ①1 ②図師民嘉 ③明治27年6月 ④東京 ⑥丸善株式会社書店
国債論（社会文庫第21編） ①1 ②織田 一③明治27年9月 ⑤博文館
帝国歳計予算史 ① 17 ②大蔵省主計局編 ③明治27年12月ー42年10月
青森県税誌前編 ① 16 ②青森県 ③明治27年
帝国財政革新論綱 ①1 ②財政革新会編③明治27年
中央鉄道経済論①1 ②酔眠子③明治27年
現行福島県地租法規類漿 ②平山民次郎編③明治29年6月 ④福島
財政整理二関シテ ① 1 R 田口卯吉③明治29年10月
会計検査院史 ①1 ②会計検査院記録掛 ③明治29年10月
田租沿革要記 附石高考 ①1 ②幸田思成稿③明治29年12月 ⑤大蔵省
検査資料（明治26・29-31年度） ②会計検査院編 ③明治29-34年
B. 明治30年代
現行営業税法調査報告 附録第1号 ②経済学協会③明治30年6月
増税得失論①1 R 石塚剛毅③明治30年12月 ⑥東京誠之堂有斐閣書店経済雑誌社
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財政学① 1 ②下村宏③明治30年⑥有斐閣書房中外出版社
公債論 ②田尻稲次郎 ③明治31年1月 ④東京 ⑥有斐閣書房
地方財政 ① 1 ②細川雄二郎編 ③明治31年1月 ⑥苓北文庫
砂糖課税二対スル反対意見書 ②砂糖業全同盟会 ③明治31年7月
財政論続編① 1 ②足立孫六③明治31年7月
651 
地租増否論 (1本妓苫） ②田口卯吉谷干城述町田熊男編③明治31年10月 ⑤H 
本新聞社
砂糖課税二関スル意見：J: RI:! 本精糖株式会社 ③明治31年10月
最近財政学（上巻） ①1 ②田島錦治 ③明治31年12月 ④東京 ⑤有斐閣書房
地租増加反対の理由及反対運動の顛末 附自由党（滋政党）堕落の顛末 ②円城寺清
⑧明治32年1月 ⑤田中基臣
地租増徴反対同盟 漿民之声 非増租運動顛末 ②⑤末永純一郎③明治32年1月
税関及倉庫論①1 ②岸崎昌③明治32年3月 ④東京⑤博文館
地租増否論続 附録作間余三郎 非増租論他②寒川陽光③明治32年4年⑤日本新
聞社
財政学（帝国百科全芥第31編） ①1 ②笹川 潔⑧明治32年6月（再版明治38年8月）
④東京 ⑤博文館
関西非増租同盟大会記事 ① 1 .:-②田中平義 ③明治32年6月 ④京都 ⑥憲政本党京都
支部
経済及財政統計表第3次②商況社編輯局編③明治33年1月
非鉄道国有論 ①1 ②横山正修編著 ③明治33年1月 ④東京 ⑤東京専門学校出版部
財政経済国是意見 ①1 ②雨宮敬次郎 ③明治33年8月 ⑤原潜編輯
手続参照 会計論綱①1 ②図師庄一郎⑧明治33年11月 ⑥経営堂
国力之程度 ①1 ②中橋徳五郎 ③明治33年11月
現行租税法論（明治33年度和仏法律学校講義録） ①1 ②若槻礼次郎 ③明治33年
④東京 ⑤和仏法律学校
財政救済策 ①1 ②⑤井上甚太郎 ③明治34年1月
地租史 ②大蔵省主税局 ③明治34年2月
財政学（経済叢祁第 1号ー第25号） ① 21 ②宇都宮鼎 ③明治34年4月ー36年4月
④東京 ⑤博文堂
財政意見 ①1 ②田健治郎 ⑧明治34年5月
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函館税関統計報告 ① 3 R 函館税関 ③明治34年5月
財政処理問題①1 R 中橋徳五郎口述安達朔寿筆記⑧明治34年8月
財政と金融乾①1 ②田尻稲次郎③明治34年9月（明治43年5月増補改訂19版）
④東京 ⑥同文館
地租全廃論 附録其批判及答弁 ①1 ②円城寺清⑧明治34年10月 ⑥哲学書院
欧洲財政史 ① 1 R 小林丑三郎 ⑧明治34年10月 ④東京 ⑥東京専修学校
予算学 附録欧州各国比較財政年表及其組織③吉井一郎⑧明治34年12月 ④東京
⑥日本経済社
新関税法 ②中村政次郎編 ⑧明治34年 ④東京
地方税勧業費予算決定額表（明治34年度） ③農商務省編 ⑧明治34年 ④東京
欧洲地方財政要論①1 ②内務省地方局⑧明治35年3月
欧洲諸国に対する地方団体の課税制度 ①1 ②内務省地方局 ③明治35年3月
財政之過去及現在 ①1 ③小林丑三郎 ⑧明治35年7月 ④東京 ⑥経済雑誌社
横浜税関沿革（横浜税関月報） ① 1 R 横浜税関編⑧明治35年8月
長崎税関沿革史（横浜税関月報附録） ① 2 R 長崎税関編 ⑧明治35年10月
財政学①1 ②下村宏③明治35年10月 ④東京⑥明法堂
財政学講義 ① 1 R 神戸正雄③明治35年 ④東京 ⑥早稲田大学出版部
清国新関税精解（東洋経済新報7周年臨時増刊号第250号） ②阪口武之助 ③明治35年
④東京 ⑥東洋経済新報社
英国整理公債並大蔵省証券二関スル調査①1 R 東京銀行集会所 ⑧明治35年
財政整理案 ① 1 R 円城寺清⑧明治36年4月 ⑥哲学書院
高等租税原論 ①1 ②田中穂積③明治36年4月 ④東京 ⑥早稲田大学出版部
27, 8年戦役後財政及経済③塩島仁吉柳沢泰爾編⑧明治36年10月 ⑤経済雑誌社
地租全廃論 ①1 ③円城寺清⑧明治36年
地租関係書類彙纂（内国税彙纂号外） R大蔵省主税局 ③明治36年
財政学（法政大学講義録） R岡実⑧明治3朗三
台湾樟臓局事業年報 第1(明治32年6月ー33年3月） ③台湾総督府専売局編⑧明治
36年 ④台北
小切手納税二関スル調査 ②東京銀行集会所⑧明治36年
会計法要義①1 ②山崎位③明治37年1月 ④東京⑥有斐閣書房
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仏国一般所得税法案及説明書（内国税彙纂第16号） R東京税務監督局 ③明治37年2月
普仏戦争ノ戦費並二財政及金融上二及ボシタル影響①1②三井管理部 ③明治37年2月
明治財政史 ① 15 @明治財政史編簗会編③明治37年4月ー38年4月
戦時財政経済特二政府卜銀行トノ関係 ① 1 R 東京銀行集会所 ⑧明治37年4月
英国地方財政取調復命書（内国税彙纂第3号） ②東京税務監督局（森賢吾） ③明治37年
6月（再版）
経済学•財政学研究参考書調③松尾勇四郎編著⑧明治37年 9 月 ⑥敦文社
租税卜予算トノ関係（京都帝国大学法科大学論文集第2部国法第1冊） ②佐藤丑次郎
③明治37年9月 ④東京 ⑥有斐閣書房
戦時二於ケル地方財政経済ノ概況（主税局報告号外） ②大蔵省主税局 ⑧明治37年10月
欧米大戦二於ケル財政二関スル調査 ②大蔵省 ⑧明治37年10月
神戸税関沿革史（横浜税関月報附録） ①2 ②神戸税関編⑧明治37年10月
新潟税関沿革史（横浜税関月報附録24) ①1 ②横浜税関編 ⑧明治37年11月
函館税関沿革史（横浜税関月報附録） ①1 ②函館税関編⑧明治37年12月
食塩専売事業第3編（明治36年度） ②台湾総督府専売局編⑧明治37年④台北
財政学（京都法政大学講義録） ③田島錦治⑧明治37年 ⑥京都法政大学
軍費支弁上公債卜租税トノ関係 ③東京銀行集会所 ③明治37年
長野県市町村財政一覧（自明治26年度至明治35年度） R長野県編 ⑧明治37年 ④長野
明治財政史 ① 15 ②明治財政史編纂会編⑧明治37-3紗F ④東京 ⑥丸善株式会社
各国視察報告（塩類専売事業調査書） ②長仁尾惟茂 ③明治38年2月 ⑥大蔵省煙草専
売局
財政史 附明治37年史（明治史第2編太陽臨時増刊第11巻第3号） ③明治38年2月 ⑥博文
館
比較財政学 ① 2 R 小林丑三郎 ⑧明治38年6月 ④東京 ⑥同文館
大阪税関沿革史（横浜税関月報） ②大阪税関編 ③明治3紗p9月ー10月
英国地方財政取調復命書 続 （内国税彙簗） R東京税務監督局（森賢吾） ③明治38年
10月
伯剌西爾国関税率井附録 ②外務省通商局 ③明治38年11月
財政原論 ①1 ②高野岩三郎 ⑧明治39年5月（明治40年再版） ④東京 ⑥有斐閣書房
高等租税各論 ① 1 R 田中穂積 ③明治3哨司5月 ④東京 ⑥早稲田大学出版部
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輸入米税存廃論①1 ②菊地茂編③明治39年7月 ④東京⑤経済枇界社
物品会計論 ① l ②安藤三喜之助 ③明治39年8月 ④東京 ⑤清水書店
税法審査委員会審査報告 附録租税撒理法律案 ②税法審査委員会 ⑧明治39年
現行関税法規類纂 ②横浜税関編 ③明治39年 ④横浜
臨時煙草製造準備局成蹟ー斑 ① 2 R 臨時煙草製造準備局編 ③明治39年 ④東京
秩禄処分顛末略 ③明治39年
〔第4期〕
最近予算決算論①1 ②工藤重義 ③明治40年1月 ⑤有斐閣書房 同文館
台湾税関10年史 ① 1 ②台湾総督府淡水税関編 ③明治40年 1月
税法整理案審査要録（明治40年） ②税法整理案審査会 ③明治40年
公債詳解 ① 1 ②野坂嘗次 ⑧明治40年 ④東京 ⑥市町村雑誌社
税法整理論 ① 1 ③松崎蔵之助 ⑧明治41年2月 ⑤日本経済新誌
経済財政講義 ②工藤重義 ⑧明治41年3月 ⑥実業之H本社
会計法論 ① 1 ②工藤重義 ③明治41年6月 ④東京 ⑥博文館
財政学 ① 1 ③中島悌三郎 ⑧明治41年6月 ④東京 ⑤金港堂書籍会社
大日本租税誌 ① 1 ②野中準等修 ③明治41年7月 ⑤金沢税務調査会
国債償還論（法律経済学研究叢書第 1冊） ②神戸正雄 ⑧明治41年8月 ⑤京都法学会
予算詳解 ① 1 ②武富時敏 ⑧明治41年12月 ⑥三省堂書店
日本財政総覧（第2輯国家財政福表之部自明治21年疫至明治35年度） ① 1 ②細川雄次
郎編③明治41年
清韓関税目詳解 ① 1 ②阪口武之助 ③明治41年 ④東京 ⑥東洋経済新報社
英国公債整理事情 ②堀江帰一 ⑧明治41年 ⑥東京交換所
日本財政年鑑（第2輯国庫一般会計之部自明治24年度至39年度） ②⑤細川雄次郎編
③明治42年2月
関税之調査 ②全国農事会 ⑧明治42年3月
関税問題と社会政策（社会政策学会論叢第2冊） ① 1 ②社会政策学会編 ③明治42年5
月 ④東京 ⑤同文館
国債史（帝国百科全書第196編） ① 1 R 工藤重義 ③明治42年5月 ④東京 ⑥博文館
会計法精義 ① 1 R 石森憲治郎 ③明治42年5月 ④東京 ⑥清水書店
独逸之農業関税（農務棠纂第 1) ②農商務省農務局 ③明治42年7月
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財政便覧 附録地方財政諸表・経済事項諸表 列国歳入歳出及貿易諸表 ②武富時敏
⑧明治42年9月 ④東京 ⑥三省堂書店
穀物関税論（法律経済学研究叢宙第3冊） R神戸正雄⑧明治42年10月 ⑥京都法学会
鉄道国有始末ー斑 附録建設請願諸表②逓信省⑧明治42年10月
日本財政史論 ① 1 R 渡辺万蔵 ⑧明治42年10月 ④東京 ⑥有斐閣
関税問題 附録（最近経済問題叢甚巻 1) ②堀江帰一⑧明治42年11月 ⑥隆文館
関税改正意見書 ②日本工業協会編 ⑧明治42年 ④東京
財政学 ①1 ②堀江帰一 ⑧明治42年 ④東京 ⑤宝文館
財政学講義上①1 R 滝本美夫③明治42年
税制整理論（最近経済問題叢書巻3) ① 1 R 田中穂積 ⑧明治43年 1月 ④東京 ⑥隆
文館
予算制度論 ① 1 R 工藤重義 ⑧明治43年2月 ④東京 ⑥隆文館
欧米国債整理始末 ① 1 R 東京交換所編⑧明治43年4月 ④東京 ⑥博文館
関税定率表及輸入税表 ① 1 R 辻岩雄編③明治43年5月 ④東京 ⑤明輝社
財政概論 ① 1 R 神戸正雄⑧明治43年8月 ④東京 ⑥隆文館
公債論（経済全書第5巻第6編） R神戸正雄⑧明治43年10月 ④東京 ⑥宝文館
国家財政史（経済全害第6巻第3・7編附録） R小林丑三郎 ⑧明治43年10月 ④東京
⑥宝文館
予算学 ① 1 ②吉井一三 ③明治43年12月 ④東京 ⑤日本経済社
地方財政学 ①1 ②小林丑三郎 ③明治44年2月 ④東京 ⑥明治大学出版部
明治財政史綱（東洋経済新報臨時増刊第558号） R⑥東洋経済新報社 ⑧明治44年5月
地方財政問題 ① 1 R 本多精一 ③明治44年6月 ④東京 ⑥隆文館
財政問題百話①1 ②本多精一 ③明治44年7月 ④東京 ⑥富山房
明治37,8年役戦後財政整理報告 ③大蔵省 ⑧明治44年8月
印紙税法精義①1 ②安光力⑧明治44年9月 ④東京⑥巌松堂
日本財政経済政策（同文館創業15年記念実業界臨時増刊第2巻第7号） ②田尻稲次郎
⑧明治44年10月 ④東京 ⑥同文館
市営事業（社会政策学会論叢第4冊） ①1 ②社会政策学会編⑧明治44年12月 ④東京
⑥同文館
清国関税制度（東京高等商業学校研究叢書） ①1 ②酒匂秀一 ⑧明治44年 ④東京
⑥同文館
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財政（経済論集第3冊） ① 1 R 神戸正雄 ③明治45年1月 ④東京 ⑤有斐閣書房
最新財政学 ①1 ②松崎蔵之助 ⑧明治45年1月（同年2月再版） ④東京 ⑥有斐閣
書房
財政整理論 ①1 ②小林丑三郎 ③明治45年2月 ④東京 ⑤秀英社
租税通論 ①1 ②神戸正雄⑧明治45年3月 ④東京 ⑥宝文館
帝国専売制度総覧 ① 1 R 専売局調査課③明治45年6月 ④東京 ⑤博文館
粛堂遣稿財政論①1 ③乗竹孝太郎③大正元年1月 ④東京⑥経済雑誌社
注．第3編は明治39年1月ー41年9月までの間に執箪した39緬の財政論文。なお巻末
に末掲載の残稿（明治13年3月ー41年8月に執箪） 81編の一覧表あり。
〔出版年不明〕
財政学 ①1 ②有賀長文本校校友筆記
財政学講義①1 ②金井延⑥明治法律学校
財政学講義（緒論・経費論） ①1 ②金井延馬場鋏一⑥明治大学出版部
注．『河合栄治郎全集第8巻』（昭和44年）所収の「金井延年代別著作表」（同書， 365
-375ページ）には未記載。
財政学講義 ①1 ②木場貞長
歳計予算論（東京専門学校講義録） ①1②添田寿一
歳計予算論（専修学校講義録） ①1 ②添田寿一
財政学（東京専門学校講義録） ①1 ②松崎蔵之助 ⑤東京専門学校
国債論 ①1 ②松崎蔵之助
収税区設置論 ①1 ②若山儀一
欧米国債償還事情②東京手形交換所
歳入歳出決策報告（明治元年1月より 8年6月に至る 8年間歳入歳出決算報告書） ②大
蔵卿
明治37,8年役戦時財政始末報告 ②大蔵省
地方税収支予算統計表（明治16年度） ②大蔵省主税局編 ④東京
府県地租改正紀要 ②大蔵省編④東京
地租改正報告 附録地租改正例規沿革概要
地方税実収精算（明治14年度） ②新潟県編
地方税精算報告書（明治15年度） R福島県編
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近世内外戦死者及戦費統計 高橋二郎 統計集誌 明18 43 
財政学一斑 和田垣謙三 国家学会雑誌 明20 1 1 
国家永久収入論 阪谷芳郎 II ’ 1 1 
国家経費論 阪谷芳郎 ‘’ , 1 2 
ミュレル「独逸帝国の財政」（訳） 平山 信成 II ’ 1 4-10 
英国の財政（講演） 添田寿一 ’ , 1 8-9 
税率軽重の効果 加藤彰廉 国家学会雑誌 明21 2 16 
財政統計の必要を論ず 横山雅男 統計集誌 , 84 
財政論 松崎蔵之助 国家学会雑誌 明22 3 29 
日本会計法沿革論 阪谷芳郎 ’ 
22 3 30 
23 4 36 
H本及欧米各国郵便貯金事務比較柏村孝正 統計集誌 22 91 
市町村公民の資格を論じて所得税
法に及ぶ 武田千代三郎法学協会雑誌 II 7 65 
ムンク氏のベルリン及ヴィーンニ
帝都租税負担論 松崎蔵之助 国家学会雑誌 明23 4 35-40 
会計検査院と帝国議会との関係 渡辺 昇 ’ ’ 4 39 
会計法の精神（講演） 渡辺国武 , ’ 4 40 
憲法第67条に於ける政府の同意に
関する井上毅氏の意見 高垣徳治 II ff 4 44 
23年間財政要論（講演） 阪谷芳郎 ‘’ ’ 4 46 
英国歳計予算の来歴 小池靖一 法政誌叢 ’ 10 
財政論 中江篤介 経 国 ’ 1 
地租軽減論 大島貞益 東京経済雑誌 ’ 534 
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予算非法律弁 花井卓蔵 法学新報 明24 1 2 
憲法第67条の同意を求むる手続 河合納言 II II 1 6 
改正官制俸給令と既定歳出 長陵学人 ” ” 1 6 
無条約国人の脱税事件に就て 花井卓蔵 II , 1 10 
無条約国人煙草脱税違反事件の判
決に関する私見 中川一介 法学新法 , 1 11 
予算の法理 穂積八束 国家学会雑誌 , 5 47 
租税改良策（講演） 添田寿一 II II 5 49-52 
既定歳出立法理 都筑馨六 ” II 5 56 
歳計予算論 添田寿一 ” II 5 58 
我国の郵便電信事業 下村 宏 法学志林 , 3 15 
憲法第67条の解釈に付き 富井政章 法学協会雑誌 II 10 3 
歳計予算論 添田寿一 国家学会雑誌 明25 6 60 
輸出税全廃せざるべからず 田口卯吉 II ‘’ 6 61-62 
財政改良論 阪谷芳郎 ” ” 6 62 
松方伯と明治の理財法 ” ” ” 6 67 
憲法第64条第2項と予算外の支出福田秀太 法学新報 ” 2 12 
質問ー則 穂積八束 法学協会雑誌 ” 10 1 
答穂積八束君 梅謙次郎 II , 10 2 
地方財政統計編簗論 臼井薔之作 統計学雑誌 , 75-76 
相続税論 山田喜之助 法学新報 明26 3 22 
相続税説 霊盤学人 ” II 3 25 
H本銀行課税論に就て 阪谷芳郎 国家学会雑誌 II 7 71-72 
合衆国代議院の予算案議定法 佐脇安文 法学協会雑誌 II 11 1 
国庫剰余金より国勢大調査費を支
出すべきの謡 臼井喜之作 統計学雑誌 ／／ 86 
王安石財政策 高橋作衛 国家学会雑誌 明27 8 73 
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前田正名2氏の妄を弁す 岩村 茂 国家学会雑誌 明27 8 91 
支那古代の地租を論ず 田島錦治 “ ’ 8 91 
総決算に対する帝国議会審査権の
範囲 岩波一郎 法学新報 ’ 4 45 
明治以前の地租法 河合利安 統計学雑誌 ’ 97 
支那歳入出考 ’ ‘’ 統計集誌 II 159-160 
剰余金支出と憲法 小林丑三郎 国家学会雑誌 II ， 97 
王安石財政策 高橋作衛 ” ” 9 97-99 
予備金論 小林丑三郎 ” ’ ， 98 
通商条約と関税制度 井上辰九郎 国家学会雑誌 明28 9 99 
累進税論 田島錦治 II II ， 99 
専占官業論 桑田熊蔵 II “ ， 101 
国家と交通機関との関係 小林丑三郎 ” II 9 102-103 
国家と交通機関 田島錦治 法学新報 II 5 49 
関税論 田島錦治 法学新報 明29 6 60 
鉄道国有及官業論 ” II ” 6 61 
課税の基礎を論ず II ” II 6 62-63 
財政統計論 河合利安 統計学雑誌 , 118 
H本海関税論 三浦頼道 国家学会雑誌 ’ 10 115-117 
相続税法論 田島錦治 法学協会雑誌 II 14 2-4 
営業税法の資本金に就て 玉木為三郎 ‘’ II 14 11 
日本海関税論 三浦頼道 国家学会雑誌 明30 11 119 
骨牌に重税を課することに就て 片山貞一郎 II II 11 121 
家屋程を論ず 浜口雄幸 II “ 11 125 
予算法理の研究 小林丑三郎 法政新誌 ‘’ 1 1 
予算と官制 II ’ II 1 6 
予算議定額の範囲に就て 加来竹次郎 ’ ’ 1 7 
129 
bbo 闊西大學「純清論集」第21巻第 5• 6号
年 巻 方ロ
市町村税に関する所感 公道学人 法学新報 明30 7 79 
予算論 山石正文 ” ” 7 81 
課税法に就て 公道学人 法学新報 明31 8 82-85 
決算論 洗山楼山人 ” ” 8 84 
使用料論 公道学人 , ” 8 86-91 
財政談 松崎蔵之助 II ” 8 91 
村有共産制の税法 戸水寛人 国家学会雑誌 " 12 133 
憲法場施行第合71にし於得条にてる依政や府り年は度予算予算の施全行部のを 坂
仲輔 ” ” 12 140 
大権国こ法をと学以を得て家租のる税や論否争の徴や収にを関免す除る独す逸る 一木喜徳郎
法学協会雑誌 II 16 6 
日本の歳計 河合利安 統計集誌 ’ 208 
国家的保険事業 玉木為三郎 保険学雑誌 ” 3 27 明32 4 38 
本邦地租負担論 浜口雄幸 国家学会雑誌 明32 13 144 
噸税に就て 伊吹山徳司 II ” 13 144 
埃及国の財政 鎌田栄吉 法学新報 ” ， 96 
公法の研究方法を論じて予算の性
質に及ぶ ー木喜徳郎 ’ II ， 99 
予算の裁可及公布を論ず 渡辺清太郎 法政新誌 ” 3 19-20 
予算の法理 小林丑三郎 ” ” 3 21-23 
攣税法に関する近代の学説 堀江帰一 慶応義塾学報 II 12 
家屋税に就て 加藤晴比古 国家学会雑誌 明33 14 145 
単税論 ガルスト ” ” 14 157 
租税賦課方法に就て 服部信吉 ‘’ II 14 160 
現行会計法規に於ける予算定額の
繰越 片山貞次郎 ‘’ ” 14 162 
市町村の公課に就て 杉浦鎖次郎 ” II 14 162 
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営業税の性質を論す 浜口雄幸 国家学会雑誌 明33 14 164 
租税の負担を論す 下村 宏 ’ ’ 14 166 
財政学 宇都宮鼎 経済叢書 明34 1-9 
英国の輸出石炭課税問題 伊吹山徳司 ’ , 4 
砂糖課税の理論及実例 小林丑三郎 国家学会雑誌 ’ 15-167 
独逸の新関税案と万国自由貿易同
盟，欧洲関税同盟及中欧関税同盟神戸正雄 ” ” 15-177 
市町村税の新設又は増減と其周知
方法 若槻礼次郎 法学志林 ’ 3 19-20 
小切手納税論 神戸正雄 経済叢書 明35 10 
財政学 宇都宮鼎 ’ ’ 11•15-21 
財政上に於ける会計検査院の地位杉栄治郎 II ’ 11 
内国関税論 神戸正雄 ‘’ ‘’ 14 
独逸国財政の沿革 米山喜源太 ’ ‘’ 19 
地租全廃論 構井時敬 ” , 20 
本邦国債外観 神戸正雄 国家学会雑誌 ’ 16 181 
追加予算の性質を論ず 木田川奎彦 ,' ‘’ 16 186 
各国経費比較論 小林丑三郎 II ’ 16 189-190 
課税の基礎 田島錦治 内外論叢 II 1 3 
予算の原則及之に関する法典編纂
並其適用の監督 ダイヘック ‘’ ’ 1 4-6 
外人所得税論 中村進午 法学新報 II 12 2 
地租復旧の可否を論ず 士岐嘉平 ” II 12 10 
国家的保険事業に就て 粟津清亮 法学志林 II 4 29 
蘭領東印度の財政一斑 岡 実 ’ ” 4 37 
議会と財政との関係 金子堅太郎専喜門『冒fl会 ’ 第2輯
財政談 阪谷芳郎 ‘’ ‘’ ’ 
諏統計に就て 水科七三郎 統計学雑誌 II 197 
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我国の会計整理は如何に為されつ
つあるか 水科七三郎 統計集誌 明35 255 
帝国議会の決算審査権 福島義一 明治法学 ’ 6-9 
濠洲関税事件 高橋作衛 外交時報 II 5 51-53 
外国人納税義務に就て 山田三良 法政新誌 II 6 59 
国法学と財政学との関係 岡 実 法学志林 明36 5 42 
我国の歳入 若槻礼次郎 II II 5 43-44 
課税標準を合算したる営業税の附
加に就て ‘’ ” ’ 5 43-44 
社会的保険事業 粟津清亮 II ‘’ 5 45 
会計法に依る保証金の性質 中山成太郎 II , 5 46 
営業税附加税に就て 土岐喜平 法学新報 ‘’ 13 4 
行政上の手数料は命令を以て定む
ることを得るか 美濃部達吉 II ” 13 7 
憲法第62条の手数料に就て 清水 澄 ” II 13 10 
普国財政の沿革（其二） 米山喜源太 経済叢書 II 22 
財政学 宇都宮鼎 II II 22-25 
独逸関税法案と農工業国の意義 後藤六弥 II II 24-25 
保険事業と社会政策 粟津清亮 保険学雑誌 ” 8 89 
予算と決算 花井升蔵 法律新聞 II 133 
政府の専売事業を論ず 堀江帰一 慶応義塾学報 ‘’ 70 
各国経費比較論 小林丑三郎 国家学会雑誌 II 17 191-197 
官吏の身元保証金 織田 万 内外論叢 II 2 5 
登録税及印紙税に付て 松本順吉 法政新誌 ／／ 7 1 
露国の財政特にヴヰッテの政策 松崎蔵之助 法学協会雑誌 ‘’ 21 12 
軍事費 田島錦治 明治法学 II 61 
地租の課税標準を論ず 浜口雄幸 国家学会雑誌 明37 18 203 
戦時公債と国際公法 松波仁一郎 ” I/ 18 207 
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砂糖輸出奨励金問題の由来及影響河津 遥 国家学会雑誌 明37 18 211-212 
独逸帝国保険契約法 ペーレント 内外論叢 ’ 3 4-5 
相続税に付て 小川郷太郎 ‘’ ” 3 6 
官設鉄道収入の性質 馬場鉄一 明治法学 II 72 
我帝国の予算は裁可を必要とする
ものなるや 清水 澄 法政新誌 II 8 4 
専売の性質を論ず 上杉慎吉 法学志林 ’ 6 53 
相続税論 松崎蔵之助 国家学会雑誌 明38 19 1 
砂糖輸出奨励金問題の由来及影響河津 遥 ” , 19 3-12 
所謂租税原則の財政学上の価値 滝本美夫 ’ , 19 4 
国税徴収法の改正に就て 常吉徳寿 ” ’ 19 7 
疇税法の要領 藤川利三郎 法学協会雑誌 ’ 23 3 
壮丁税を論ず 松崎蔵之助 ’ ’ 23 11 
重複課税論 馬場鉄一 明治学報 , 94-96 
予算の性質に就て 美濃部達吉 日本法政新誌 ’ ， 4 
英国経済及財政の状況 中村金蔵 統計集誌 ” 295 
相続税法 小川郷太郎 内外論叢 II 4 2 
憲法第67条に就て 清水 澄 法学新報 ’ 15 7 
関税報復拉関税互恵を論ず 堀江帰一 国民経済雑誌 明39 1 1 
官業鉄道の経営主義 関 ’ ” 1 1 
所得税法改正の議 堀江帰一 II II 1 2 
郵便振替貯金の状況 下村 宏 ’ ’ 1 2 
所得税法改正私議 滝本美夫 ’ ’ 1 2 
郵便為替貯金資金の運用 下村 宏 ’ , 1 3 
現行条約の不備と関税定率法の改
正 津村秀松 ’ ’ 1 3 
外国財政に関する要報 堀江帰一 ’ ’ 1 4 
兵役税論 田中穂積 II ‘’ 1 4 
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公債価格の維持策を論ず 堀江帰一 国民経済雑誌 明39 1 5 
関税定率法改正の要点 武田英一 ’ ’ 1 5 
英国に於ける市街鉄道市有市営の
成績 永原岩雄 ” II 1 7 
相続税の理論上の根拠如何 滝本美夫 ’ ” 1 7 
憲法上の大権に基く既定の歳出 市村光恵 京都法学会雑誌 II 1 1 
減債基金制度を論ず 小川郷太郎 ” II 1 1-2 
家屋税問題の仲裁裁判 千賀鶴太郎 II , 1 1-3 
租税の未決問題 小川郷太郎 II II 1 4 
兵役税論 吉川良矩 ” ’ 1 4-6 
白耳義貯金局と労働者の保護及家
屋問題 下村 宏 国家学会雑誌 ” 20 2 
関税同盟 山崎四男六 ’ , 20 3 
所得研民税所究統得計の増に基進及き我其国分配に於に関けする国る
高野岩三郎 ” II 20 7-9 
英国に於ける郵便局営生命保険組
織 粟津清亮 保険学雑誌 ’ 120-124 
財政に於ける官有鉄道の地位 堀江帰一 慶応義塾学報 ’ 101 
近代の財政に於ける経費の地位 ’ II II 108 
予算論 井上 密 内外論叢 ” 5 2-4 
税制の整理 小林丑三郎 法学新報 ’ 16 5 
土地課税の一新例 桑田熊蔵 日本法政新誌 ’ 10 12 
営業税を論ず 小川郷太郎 法学協会雑誌 ‘’ 24 9-10 
所得税統計 高野岩三郎 統計集誌 ‘’ 307-308 
〔第4期〕
独逸の新相続税 滝本美夫 国民経済雑誌 明40 2 1 
英国所得税法調査委員会報告 堀江帰一 II II 2 2 
清国財政改革私見 根岸 偕 II ” 2 2 
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財政学の導入と普及径路に関する覚害（戒田） 665 
年 巻 号
特別賦金論 田中穂積 国民経済雑誌 明40 2 5 
独逸帝国の財政改革 滝本美夫 ‘’ II 2 6 
露国財政の現状 気賀勘重 II ” 3 2 
欧洲対米国関税戦斗 柴崎雪次郎 II ” 3 3-4 
企業家組合の起因及保護的関税に
対する其関係 気賀勘重 II II 3 4-5 
平和会議と列国の財政 滝本美夫 ” ‘’ 3 6 
我国の協定税率を論じて条約改正
に及ぶ 河津 遥 日本経済新誌 ” 1 1 
関税の改正及内国税制の革新 加藤政之助 ’ “ 1 7-8 
消費組合の課税 守屋源次郎 ’ II 1 ， 
財政と道義 神戸正雄 ’ ” 1 12 
自治団体財政の監督 松崎蔵之助 ‘’ II 2 1 
相続税に関する各国の実例及比評桑田 熊蔵 国家学会雑誌 II 21 1 
相続税の将来 富田勇太郎 II ‘’ 21 1 
最近露国財政経済情勢一斑 神戸正雄 ’ ” 21 2 
累進税及比例税 田島錦治 京都法学会雑誌 ” 1 11 
租税原則に付きて 神戸正雄 ’ II 2 ， 
露国1907年歳計予算 中村金蔵 統計集誌 , 316 
直接税の負担力 相原重政 ’ 、I 319-326 
立法権と予算議定権 穂積八束 法学新報 ” 17 2 
這増醗IC付て 美濃部達吉 ／ ” 17 2 
歳計余剰を一掃すぺし 谷奥利吉 東洋経済新報 ’ 548-549 
営業税法に関する改正意見 八木橋栄吉 法律新聞 II 431 
伊太利鉄道と官業の成績 藤本幸太郎 国民経済雑誌 明41 4 1 
綿糸輸出奨励金問題 津村秀松 ” ” 4 4 
独逸の海運拡張と英国関税改革 小西虎雄 II ’ 5 2 
保護関税と国民経済 丹羽 豊 ’ ’ 5 3 
保護税と国利民福 II ” ” 5 4 
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「クローマー」卿ノ埃及財政論 野尻 孝 国民経済雑誌 明41 5 4 
英国特恵関税論 丹羽 豊 ’ ’ 5 5 
露国の火酒専売 滝本美夫 II II 5 '5 
通商条約改正に関する複関税率制
の利害を論ず 津村秀松 ,' ’ 5 5 
国債償還の必要を論ず 星野勉三 ” ’ 5 6 
予算提出の時期 某法学博士 東京経済雑誌 ., 57 1421 
予算案と軍備拡張熱 滝 台水 ’ ‘’ 57 1426 
石油消費税に就て 能美茂雄 ” II 57 1426 
財源としての公債 中野武営 ” ’ 57 1427 
税源論 雨夜亭 ” ” 57 1427 
消費税に就て 滝本美夫 ” ” 57 1433 
好箇の財源 雨夜亭 ” ’ 57 1441 
煙草官営の前途 筑山生 ’ ’ 57 1442 
露国の国防と財政 萩野万之助 ” II 58 1452 
結婚税を新設すべし 滝 台水 ” ” 58 1468 
日本の財政特に租税制度に就て 神戸正雄 日本経済新誌 II 2 7-8 
我財政を如何にすべき 無名氏 II II 2 7-10 
日本の財政特に租税制度に就て 神戸正雄 II II 2 8 
酒造税論 河田嗣郎 ’ ” 2 ， 
減債基金法に就て 桑田熊蔵 ” ” 3 12 
経済財政金融策 田尻稲次郎 II ” 4 1-11 
独逸に於ける地価差増税 下条康磨 国家学会雑誌 ’ 22 3 
税法整理 滝本美夫 ‘’ , 22 3-4 
公業制度維持に関する意見 山内正瞭 ’ II 22 4 
相続制度と相続税との関係 桑田熊蔵 ’ ’ 22 7 
塩専売に就て 松本重蔵 , ” 22 8 
歳計剰余金論 稲田周之助 法学新報 ’ 18 7 
戦後の財政 小林丑三郎 ” II 18 ， 
国庫剰余金の支出 馬場鋏ー II ’ 18 10 
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英国関税問題の状勢 河津 週 外交時報 明41 11 11 
独逸に於ける関税法改正の顛末 田中穂積 , ’ 11 12 
直接税と問接税との区別に就て 神戸正雄 京都法学会雑誌 ’ 3 3-5 
租税の道義的基礎を論ず ” II ’ 3 10 
市町村財産の差押 板倉松太郎 法学志林 ’ 10 3-7 
国有鉄道経営の方針を論ず 植松考昭 東洋経済新報 ” 454-471 
財政整理の要義 田中穂積 日本経済新誌 明42 4 7 
現今の予算編成法 工藤重義 ’ ’ 4 7-9 
国債利子所得税免除の議 無名氏 II II 4 10 
塩専売廃止説に就て 浜口雄幸 ’ II 4 11 
松崎博士に与ふる書（所得税及び
財産税を結合するの可否） ノイマン ’ ” 4 11 
各国民財政負担比較統計 河田嗣郎 II II 5 1-2 
米穀輸入税率改正につきて 河津 退 II ’ 5 1-2 
農業関税論 矢作栄蔵 ’ ‘’ 5 2-3 
13本現時の公債政策に就きて 神戸正雄 ’ II 5 4 
列国財政上の通患 吉沢 滋 ‘’ , 5 4 
日普鉄道経済比較観 神戸正雄 ’ ’ 5 6 
仏国に於ける議会の予算発案権濫
用に就て フエルリー ’ ‘’ 5 6-10 
独仏の財政（講演） 小林丑三郎 ’ ’ 5 6-8 
諸大家の関税改正意見を読む 河津 遥 II ‘’ 5 8-9 
関税問題の梗概 松崎蔵之助 , ‘’ 5 11 
露国の関税保護 ファリンスキー ’ ‘’ 5 12 
織物消費税法改正私案 神戸正雄 II , 6 4 
米及米関税に関する統計調査 水野良高 , ’ 6 5-6 
取引所税法改正案を評す 戸田海市 II ’ 6 11 
関税問題に付て 井上辰九郎 東京経済雑誌 , 59 1472 
関税発達の概観 瞑鵬敬史 II ’ 59 1475 
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無賃乗車船券と通行税 黒沢 生 東京経済雑誌 明42 59 1477 
帝国関税政策論 丹羽筑山 ” ” 
59 147ー 1496
60 1497-1504 
関税改正の問題 飯田義一 II ” 59 1480 
露国政府の予算 萩野万之助 II ” 59 1480 
外米課税と米価の関係 十楼生 “ ” 59 1491 
外債の募集 川村直成 ” ” 59 1492 
地方債の研究 ” ‘’ II 59 1493 
ヘンリー・ジョージ 単税論 II ’ ” 59 1494 
報復関税論 大西猪之助 ” ’ 60 1501-1504 
金融と公債 阪田 実 II ” 60 1503 
官営事業と私営事業 佐伯勝太郎 ‘’ ” 60 1505 
塩専売法が工業に及ぼす影響 黒沢竜浜 ” II 60 1512-1514 
殖民地関税問題に付て 小林丑三郎 , ” 60 1515-1518 
関税同盟と自由貿易説 II ‘’ ’ 60 1520 
伊藤博文侯と日本財政 阪谷芳郎 II ‘’ 60 1520-1521 
再び関税同盟と自由貿易に就て 小林丑三郎 ’ ’ 60 1521-1522 
年金制度に就て 滝本美夫 国民経済雑誌 ’ 6 1 
関税制度上に於ける内国税と戻税津村秀松 ” II 6 1 
英国養老年金制度 関 “ ” 6 2 
複関税率問題に関して森本駿君に
答ふるの書 津村秀松 ” ” 6 2 
比較消費税論 河田嗣郎 ” “ 6 3 
無名氏 II ” 6 4 
の最国恵に国於条て款受にく依る関り
無名氏 II II 6 4 
取引所所得税法の改革 戸田海市 II ‘’ 6 4-5 
米国に於ける製茶課税の本邦に及
す影響 無名氏 ” ” 6 5 
公債価格を論ず 神戸正雄 II II 6 6 
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英国財政の現状並将来 堀江帰一 国民経済雑誌 明42 7 1 
ニュージランド濠洲及英国の養老
年金制度の比較 滝本美夫 II , 7 2 
来るべき条約改正に関する国定税
率及び協定税率如何 津村秀松 ‘’ ’ 7 2-3 
独逸帝国の財政改革と宰相辞任 滝本美夫 ’ ‘’ 7 3-4 
輸入関税の負担者 田中穂積 ” ’ 7 5 
仏国に於ける所得税問題 青木得三 国家学会雑誌 II 23 1 
チャンバーレン氏関税政策 大越成徳 ” ’ 23 6 
欧洲諸国の関税定率法及び関税政
策 オッグ ” ‘’ 23 6 
地価の課税と都市人口集積 青木嗣夫 ’ ’ 23 7 
英国の財政状態 塩田 環 ” , 23 7 
独逸帝国保険草案に就て ロージン ” ” 23 8 
吾邦の歳計上に於ける歳入歳出の
意義に就て 馬場鉄一 法学新報 ’ 19 2 
米穀輸入税改正に就て 福島 平 ’ , 19 5 
憲法と決算 花井卓蔵 II II 19 10 
関税法上の複税率制度 稲田周之助 ’ ’ 19 10 
追加予算に就て 馬場鉄一 II II 19 11 
地方税に於ける配分原則に就きて神戸正雄 京都法学会雑誌 II 4 2 
緊急勅令の改廃を論じ非常大権命
令及予算との関係に及ぶ 井上 密 II ’ 4 5 
国際比較財政論綱 神戸正雄 II ’ 4 5-8,10 
優良なる伊太利の財政 ’ 4 12 ” II 明43 5 1 
減債基金の真価 星野勉三 三田学会雑誌 明42 1 1 
租税制度に於ける土地差増税の地
位 堀江帰一 ’ ” 1 2 
郵便貯金と社会問題 桑田熊蔵 ” , 1 3 
欧洲関税政策の現状 小倉和市 ’ ’ 1 5 
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関税の内外に於ける利害の衝突 塩沢昌貞 外交時報 明4 2 1 2 1 43 13 1 
米国に於ける関税改正 II II. 明42 12 4 
米国に於ける関税改正の顛末 田中穂積 II ’ 12 10 
仏国に於ける養老年金制度 玉木為三郎 保険評評 ‘’ 2 3 
失業保険問題の意義及其必要を論
ず リルフチルツ ’ II 2 6 
保険業と振替貯金 下村 宏 ” , 2 7 
会計法第18条の適用範囲 島村他三郎 法学志林 ‘’ 11 3 
米穀輸入税率改正につきて 河津 遥 ’ ” 11 3-5 
織物消費税存廃に就て 福島 平 “ ’ 11 5 
関税問題に付て 天野為之 東洋経済新報 ” 477-478 
独逸輸出税に就て 服部文四郎 ” ‘’ 485-486 
維新前後の財政状態と我国の将来大隈重信 ‘’ , 491-493 
不当課税に関する最近の行政裁判
例 郷古 潔 法学協会雑誌 ’ 27 7 
北米合衆国の関税改正 河津 週 ‘’ ” 27 10-12 
決算に就て 花井卓蔵 日本弁護士協会録事” 13 133 
所得税法改正私議 神戸正雄 日本経済新誌 明43 6 8 
国有鉄道処分案 ” ’ II 6 10 
国債借換問題に就て ” ” ” 6 12 
国債借換の前途 田中穂積 II , 7 1 
輸入品に対する内国課税 守屋源次郎 ” ’ 7 2 
関税改正と輸出貿易 河津 退 ’ ’ 7 2-3 
日本財政の国際的地位 神戸正雄 ’ ‘’ 7 2-4 
新関税定率法第6条に就て 関 ’ ’ 7 3 
殖民地財政の根本義 小林丑三郎 ’ ’ 7 5-7 
織物税廃止論 島田三郎
II 7 10-12 
’ ‘’ 8 1-2 
地方財政に就て 小林丑三郎 ‘’ ’ 8 4-6 
日英関税問題に就て 河津 遥 ” ’ 8 6 
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我邦現時の地租軽減問題に就きて神戸正雄 国民経済雑誌 明43 8 1 
支那に於ける塩専売 根岸 桔 II ’ 8 1 
関税政策か社会政策か 河田嗣郎 II ” 8 2 
公債借換論 堀江帰一 ’ ’ 8 3 
関税改革顛末 武田英一 ” “ 8 5 
制限に要すべき財政上の二大原則神戸正雄 II II 8 6 
誤解せられたる改正関税定率 武田英一 II , ， 1 
我国郵便貯金事業の創設と前島男 下村 宏 ” ’ ， 2 
戦時財政論 田崎慎治 ’ ’ ， 2 
関税同盟論 津村秀松 ” ” ， 4-6 
租税及国費法則の新提案 神戸正雄 国家学会雑誌 ’ 24 4 
独逸国労働者保険に付て 松本悉治 ” ” 24 6-8 
伊藤公と財政経済（講演） 渋沢栄一 II ’ 24 7 
北米合衆国に於ける新郵便貯金法
と貯蓄銀行問題 下村 宏 II , 24 8 
財政期間論 青木得三 ’ II 24 ， 
国有鉄道と財政比較 笠間果雄 ” ” 24 ， 
公共事業と監督 水野錬太郎 II II 24 10 
経済学者ハレ博士と1909年の独逸
帝国財政改革 松岡均平 ” ” 24 11 
公債借換の魂胆と某相湯 黒沢龍浜 東洋経済新報 ” 61 1529 
内債借替非歓迎論 溝淵寅吉 II ’ 61 1529 
政府と似非資本の製造 ” ” , 61 1530 
公債相場を論ず 黒沢龍浜 ’ II 61 153―1536 
上院と予算否決権 荘田秋作 ’ ’ 61 1535 
企業界と公債借換 黒浜龍浜 ’ ’ 61 1539 
対外債務と財政的信用 溝淵寅吉 II II 61 1544 
予算編成の不均衡及其救済 荘田秋作 II II 62 1549 
植民地の財政方針 堀切善兵衛 三田学会雑誌 ” 3 2 
ロイド・ジョージの予算案を評す 増井幸雄 , ’ 3 6 
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地方財政の研究 星野勉三 三田学会雑誌 明43 4 2 
失業保険論 気賀勘重 ” ’ 4 2 
米国所得税法改正問題 謡 良 ’ ’ 4 2 
英国の予算案議事とコンソル公債
問題 堀江帰一 II II 4 3 
現時我国の財政に就きて 神戸正雄 京都法学会雑誌 ’ 5 1 
諸国国債政策の大勢と我国の国債
政策 ’ , ’ 5 3 
租税の観念 II ” ’ 5 4 
諸国国債の比較に於ける観察点 ’ ” II 5 4 
鉄道公債に就きて ” ’ ’ 5 7 
米国の新関税法と通商諸国 河津 遥 外交時報 ’ 13 6 
朝鮮と米仏借款問題 原田豊次郎 II ” 13 ， 
関税保護と万国自由貿易大会 塩沢昌貞 ” II 13 10 
日英関税問題に就て 河津 退 ’ , 13 12 
英国に於ける養老基金法と社会権穂積陳重 法学協会雑誌 ” 28 2-4 
塩税史論（独逸塩税史） 青木得三
, 28 6 
” 明44 29 ， 
四分利借替公債の運命 植松孝昭 東洋経済新報 明43 523-525 
英国上院の予算拒否権 上杉慎吉 法学新報 ’ 20-3 
印紙税法の濫用 平沢均治 日本弁護士協会録事” 14 144 
市債に就て 田尻稲次郎 法律新聞 II 652 
羽二重に対する独逸の関税の待遇守屋源次郎 日本経済新誌 明44 8 8 
再び日英関税問題を論ず 河津 遥 ’ ’ 8 ， 
地方税の改善 小林丑三郎 ’ ’ 8 11 
我邦現時の地租軽減問題に就て 神戸正雄 ’ II ， 1 
地価上騰及土地の兼併と地租問題 ‘’ ” II ， 1 
現行税法に修る各種所得の負担に
就て 松崎蔵之助 ’ ” ， 1-5 
国債償還歩合法 小林丑三郎 ‘’ ‘’ ， 6 
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年 巻 方ロ
地方財政に就きて 神戸正雄 日本経済新誌 明44 ， 7 
国債価格の維持に就て 服部文四郎 ’ ’ 10 2 
財政管見 神戸正雄 ’ ’ 10 2 
英独市営事業の消長 田中鉄三郎 国家学会雑誌 ’ 25 1 
190呼に於ける独逸帝国財政改革松岡均平 II II 25 1-2 
現行税法に依る各種所得の負担に
就て 松崎蔵之助 , ’ 25 4-6 
英国の土地増価税に就て 工藤重義 ’ ’ 25 5-7 
金庫制度論 池島誠三 ’ ’ 25 8-10 
露国官営保険及年金事業 下村 宏 ’ II 25 ， 
新通商条約と関税改正 河津 遥 ’ ’ 25 9-11 
コーン教授の市営事業論 松崎 寿 国民経済雑誌 ’ 10 3 
租税に於ける給付能力原則の新意
義及適用に就て 神戸正雄 II ’ 10 5 
通貨税と銀行税 河津 遥 ’ 10 5 ’ 11 1 ’ 
市営業事論 関 ’ 10 5 ’ 11 1-3 ’ 
ペイン関税法を論じて其改正問題
に及ぶ 松井啓介 ’ ’ 11 2-6 
英国国民保険法案に就て 滝谷善一 ’ ’ 11 3-6 
年金論 下村 宏 ’ 11 5-6 ’ 明45 12 2-3 
地方税整理論 小林丑三郎 東京経済雑誌 明44 63 1583 
関税及廉売地域 川上英一郎 ” ’ 63 1594 
税制上の大問題 小林丑三郎 ’ ‘’ 64 1621 
予算編成の方針 荘田秋村 ’ , 64 1621 
広告と広告税 黒沢龍浜 ” ’ 64 1624 
直接税統一論 小林丑三郎 ’ ’ 64 1624一1625
支那の動乱と財政 山本唯三郎 ’ ’ 64 1624一1626
対英関税問題の解決如何（河津博
士の意見を読む） 植松考昭 東洋経済新報 546 
国債政策の矛盾 谷奥利吉 ” ’ 551 
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年 巻 号
公債整理の一新案 谷奥利吉 東洋経済新報 明44 552 
日英関税問題と我金巾製織 ” ’ “ 553-554 
供給不足は独占官業に於て最も甚
だし II ’ ’ 557 
四分利公債下落の原因 ” ” ’ 560 
財政経済の将来 片岡直温 II ‘’ 573-576 
英国の郵便保険に就て 伊藤万太郎 保険評論 II 43 
英国に於ける国立労働保険の計画窪田隆次郎 II ” 46 
伊太利に於ける保険官営問題と其
国論 ルンドシアウ ” II 48 
営業税課税標準額の決定と行政訴
訟 高野金重 “ ’ 4 10 
公設住家制度 上杉慎吉 法学協会雑誌 ” 2 98 
予算先議（帝国憲法第65条を論ず） ” ” ’ 29 11 
財政学の近況 金井 延 法学新報 ‘’ 21 4 
生活の必需品に課する租税につい
て 馬場鋏ー ‘’ ” 21 4 
織物消費税に就て II II ” 21 8 
独逸の新土地増価税と土地改良運
動 神戸正雄 京都法学会雑誌 ” 6 5 
財政負担の国際比較に就きて “ ’ ” 6 8 
地方財政論 小林丑三郎 法．律新聞 II 722 
公債と地方財政 田尻稲次郎 ” ” 726 
日英間の関税問題に付帝国議会に
期す 有賀長雄 外交時報 , 14 158 
アダム・スミスの財政学 星野勉三 三田学会雑誌 II 5 3 
租税自然増に就て 前川一雄 財 務 ’ 27 
地価自然増価税 田尻稲次郎 実 業 界 ’ 3 8 
減債か減税か 本多靖一 日本涌翔午新誌 明45 10 7 
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減債か減税か 堀江帰一 日本経済新誌 明45 10 7 
II 神戸正雄 ’ ’ 10 7 
II 松崎蔵之助 ’ ’ 10 7 
” 阪谷芳郎 ” II 10 7 
” 滝本美夫 " , 10 7 
” 月浦山人 II II 10 7 
戦争と財政 神戸正雄 ” , 10 8 
国債基金法改正の急務 谷奥利吉 II ” 10 8-10 
財政整理上の一大問題 田中穂積 ” , 10 11 
予算編成法を論ず 谷奥利吉 ” 10 12 ’ 11 2-6 ’ 
地方町村基金の運用に就きて 神戸正雄 ’ ’ 11 3 
物価騰貴は軍費の増加に原因す 荘田秋村 東京経済雑誌 ” 65 1628―-1629 
殖民地納付金を論ず 小林丑三郎 ” ” 65 1633 
米価暴騰と米籾輸入税の関係 荘田秋村 ’ , 65 1635 
支那共和国の財政 山本唯三郎 , ‘’ 65 1639-1650 
米籾関税廃止論 小林丑三郎 , , 65 1645 
汽船輸入税軽減の急務 山本唯三郎 ’ ’ 65 1651 
任意積立金と所得税 佐藤雄能 II ’ 66 1661 
醤油税の整理と塩専売法の撤廃 種子島源兵衛 国民経済雑誌 ’ 12 2 
日本国民の収得と税金（附列国の
収得と歳出） 高橋秀臣 ” ” 12 3 
独逸に於ける土地増価税 高島誠一 , ‘’ 12 4 
地方税に於ける特別税，対附加税
の問題 神戸正雄 ’ ‘’ 12 5 
土地増価税の転嫁問題に就きて II 京都法学会雑誌 ’ 7 1 
伊太利に於ける生命保険国家専営
案 , , ’ 7 6 
仏国の強制的老廃保険法 美濃部達吉 法学新法 ’ 22 1-4 
特別会計の存廃に就て 馬場鉄一 , ’ 22 4 
当今の財政問題 堀江帰一 鹿応義塾学報 ／ 
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戦争と財政及経済 松崎蔵之助 法学協会雑誌 明45 30 1 
白耳義に於ける国立年金制度 三浦義道 保険学雑誌 , 182 
〔補遺〕
著書
〔第2期〕
煙草売薬酒瞥麹四大規則註解 ②福岡広業③明治16年
地租改正要論③三島了忠 ③明治16年
現行租税法規類簗 ③渡瀬正晴編⑧明治17年
官民必携租税提要 ②市岡正一編③明治18年
地方財政法規類纂 ②岩田士最編 ③明治18年
酒造税則稲麹営業税則 ②大蔵省主税局 ③明治18年
府県商業税賦課方法論②角 利助③明治18年
現行租税全書 ②小泉久太郎編 ③明治18年
戸長必携内国税取扱手続類纂②楠見節編⑧明治19年
地方税不納策 ②古屋宗作 ③明治19年
近時不景気源因及救済策 ②日本経済学会編 ③明治19年
〔第3期〕
租税怠納者処分手続 ②市岡正一編 ③明治20年
現行地方税法規 ③萩原久太郎編③明治21年
法令類集収税官服務要書（訂正増補再版） ②萩原久太郎編 ③明治21年
租税論 ②高田早苗 ⑧明治22年（第3版）
税則彙築 ③松浦正重編⑧明治22年
紙幣整理始末 ③大蔵省編⑧明治23年
準備金始末 ②大蔵省編 ③明治23年
現行日本税務類典 ②岡崎与譲編 ⑧明治23年
現行国税徴収法実用 ②萩野千之助編 ③明治23年
現行税法全書 ②上村秀昇編③明治23年
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予算弁妄（日本叢書） ②陸実③明治24年
税務提要②末広一郎編③明治24年
歳計予算論 ②細川澗次郎 ③明治24年
予算私考 ②合川正道 ③明治24年
予算ノ事二係リ帝国鏃会卜政府トノ関係二付テノ所見 ②曽根荒助 ③明治24年
地租考 ③小田貫一 ⑧明治24年
間税法案付理由書②大江卓③明治24年
貿易指針税関案内 ②岡崎規ー ③明治24年
地価調査二関スル意見書 ②京都地価取調所編 ③明治24年
奈良県下地価修正材料調査書 ②堀内忠司等編③明治24年
地価修正二対スル会津人ノ意見 ②生江孫太郎編 ③明治凶年
予算意見 ②井上角五郎③明治25年
予算額増加ノ得失 ②金子堅太郎 ③明治25年
25年度の歳計予算及剰余に関する一覧表②林清志編③明治25年
財政事項彙簗（第 1• 2輯） ②大蔵省編 ③明治25年
明治26年度農商務省所管経費予算書③農商務省編 ③明治25年
文部省財務沿革略 ②文部省会計課編③明治25年
各国関税法 ②横浜税関編 ③明治25年
棉花輸入棉糸輸出関税免除請願理由書 ②丹羽平馬 ⑧明治25年
地税法改革草案 ③中西辰三郎 ③明治25年
菓子税則廃止論 ②大住亀太郎 ③明治25年
現行印紙提要③清武国編③明治25年
新定改廃加除自在租税法令綴②林陸夫編③明治25年
日本地価高低一覧図 ③田中純端 ⑧明治25年
地価修正問題（綿水叢書） R角 利助③明治25年
歳計予算論（東京専門学校講義録） ③松崎蔵之助 ⑧明治26年
帝国関税法規参考書②横浜税関編③明治26年
各国関税法（英・伊・壊・独） ②横浜税関編 ③明治26年
輸入棉花輸出棉糸関税免除論簗（正・続） R荒井泰治編 ③明治26年
677 
海外棉花輸入関税二関ス）レ意見（大日本農会報告号外） ③大日本農会編 ③明治26年
輸入棉花関税閾免二関スル意見（農学会会報号外） ③農学会編 ③明治26年
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宮城県収税一斑 ②和田陽三郎編＠）明治26年
在倫敦帝国公使報告不動産抵当債社之件（財務参考書第1集） R大蔵省編 ③明治26年
地租論簗②金子雄一秋田松之助編⑧明治26年
海辺私築新地免租延期請願二関スル陳情書③前田案山子 ③明治26年
現行秋田県地租事務便覧 R西村秀憲編③明治26年
第4期貴族院地価修正法案特別委員会議事始末②林清志編③明治26年
地価修正地租軽減併行論（附地租と山林の大関係） ②津田敬之 ⑧明治26年
帝国財政法 ③竹内直養③明治27年
軍事公債例規 ③大蔵省編 ③明治27年
仏国戦費償金使用法 ②大蔵省編⑧明治27年
各税徴収費取調表（明治25年度） ②大蔵省主税局編③明治27年
租税法規 ②小田島巌編 ⑧明治27年
現行租税法規②中里真喜司福田秀太郎編⑧明治27年
現行帝国間税法②執行軌正江頭信義編⑧明治27年
検査資料 ②会計検査院編 ⑧明治27年
文部大臣官房会計課例規類纂（第1編） ②文部省会計課編 ③明治27年
日本会計法規大全 ②古川浩襦 安藤三喜之助編③明治27年
預金法規彙纂 ②大蔵省編 ⑧明治27年
現行会計法規類纂 ②逓信省財務課編③明治27年
会計法規要纂 ③内務省庶務局編⑧明治27年
会計法及会計規則詳解 ②春日秀朗 ③明治27年
岡山県税務一斑 ②岡山県収税部編 ③明治27年
棉花輸入棉糸輸出関税免除二関スル調査 ②浅井茂侃 ⑧明治27年
輸出税全廃ヲ翼望スルノ主意書 ②輸出税全廃同盟会編 ⑧明治27年
朝鮮財政論 ②江南哲夫 ⑧明治28年
戦後ノ処分二関スル外国ノ事例 ②中根重一 ⑧明治28年
償金談 ②田尻稲次郎 ③明治28年
地租改正談 ③大城朝詮 ③明治29年
現行帝国租税課税標準・税率．納期便覧 ②久保田充潔編 ③明治29年
営業税法要義（再版） R上林敬次郎 ③明治29年
新税法問答②石川平吉 ③明治29年
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登録税法営業税法註釈 ②樋山広業⑧明治29年
新税法登録出願者必携（附書式雛形） ②津田房之助 ⑧明治29年
登録営業税法註解（附酒造煙草税） ③津田房之助編 ⑧明治29年
現行会計法規類別日記・会計法規提要②松村新太郎編 ⑧明治29年
明治31年度予算意見（附継続費年割額表） ③安川繁成 ⑧明治30年
海関通鑑②佐藤明四郎編⑧明治30年
関税法規類纂 ③横浜税関編 ⑧明治30年（改訂版明治32年）
会計法規類纂（明治30年8月現行） R大蔵大臣官房第4課編 ⑧明治30年
仏国税関税率表 ②臨時博覧会事務局編⑧明治30年
家禄賞典禄処分法類纂 R井内健二郎編 ⑧明治30年
秩禄処分法 ③近藤信敬編⑧明治30年
貴族ノ財産維持法 ②金子堅太郎⑧明治30年
土地及び貴族制度 ②添田寿一 ③明治30年
登録税法・営業税法註釈（増訂再版） R樋山広業 ⑧明治3碑三
地租税 ③福沢諭吉③明治30年
財政意見②尾崎三良 ⑧明治31年
欧洲各国帝室財務要覧（前編） R宮内省内蔵寮発行 ⑧明治31年
予算二関スル上院ノ議権③貴族院事務局編⑧明治31年
葉姻草専売法註釈 ②中央煙草業協会編③明治31年
大H本新関税率対照表 ③明治31年 ⑥横浜商業会議所
改正輸入税率 ③神戸税関編③明治31年⑥岩崎居貞
金庫法規纂要（下巻） R日本銀行国庫局編⑧明治31年
財政学 R岩政憲三 ⑧明治32年
財政と国力（前編） ②浜口吉右衛門 ⑧明治32年
税務提要 ③東京税務管理局編 ⑧明治32年
明治33年度予算意見 ②安川繁成 ③明治32年
秩禄問題ノ経過及将来 ③細谷徳衛⑧明治32年
各税徴収費取調表（明治28年度） ③大蔵省主税局編 ③明治32年
租税法規纂要 ②大蔵省主税局編 ⑧明治32年
英清文対照印紙税法正解 ③三羽則文 ③明治32年
改正印紙法釈義 ③税務協会 ⑧明治32年
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改正帝国酒造税法註釈 ②高橋祐吉 ③明治32年
帝国輸入税目 ②大蔵省主税局編 ③明治32年
協定税率対照表 ②神戸税関編 ⑧明治32年
輸入税率（附関税法及噸税法） ⑧明治32年 ⑤三井物産合名会社
輸入品税目表 ②東洋経済新報社編③明治32年
改正支出支払証明規程疑問録②伊田睛次 久保田充潔編⑧明治32年
〔出版年不明〕
財政談（東京専門学校講義録参考課目） ②田口卯吉
租税論（東京専門学校講義録） ②松崎蔵之助
歳入論（東京専門学校講義録） ②松崎蔵之助
歳出論（東京専門学校講義録） R松崎蔵之助
歳入歳出論（東京専門学校講義録） ②松崎蔵之助
国債論（東京専門学校講義録） ②松崎蔵之助
租税論（東京専門学校講義録） ③家永豊吉
国債論（東京専門学校講義録） R土子金四郎
財政学（東京法学院講義録） ②志立鉄次郎
財政学（東京法学院講義録） ③田島錦治 ③ （明治28,9年）
財政学（東京法学院講義録） ②高野岩三郎③ （明治36,7年）
財政学（和仏法律学校講義録） ②高野岩三郎
財政学歳計予算論（明治法律学校講法会講義録） ②添田寿一
財政学歳計予算論（明治法律学校講法会講義録） R小池靖一
財政学租税論（明治法律学校講法会講義録） ②小池靖一
財政学公債論（明治法律学校講義録） ②小池靖一
公債論（専修学校講義録） R田尻稲次郎
財政学（日本法律学校講義録） ②桑田能三
財務制度（日本法律学校講義録） ②山本兼太郎
財政学（実用教育新撰百科全書） ②須永金三郎
現行会計法規疑解類紗 ②帆足準三綱
文部省会計事務一覧表
歳計決算報告書（自明治元年至明22年度） ②大蔵省編
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財政学の導入と普及径路に関する党魯（戒田）
香川県財政統計害（自明治23年）
島根県収税部年報 島根県庁編
富山県直税署間税署年報 ②富山県収税部編
三重県収税課年報 ②三重県庁編
浙海紗関徴収税則例（中古叢書）
英•仏・独の軍事予算（参考叢書第 4) ②衆議院事務局編
帝国証印法施細行則（財務参考書第4集） R大蔵省編
681 
独逸国煙草専売法•仏国煙草専売法・境国煙草専売法・壊国煙草専売局報告（財務参考書
第4集） ②大蔵省編
仏国関税規則•仏国海関境関輸出入税率表・填匈国関税法違犯者処罰法・独仏監視制度・
「エルザス・ロートリンゲン」二独逸関税及間税立法権施行法実施二関スル委員ノ告示
（財務参考書第4集） ②大蔵省編
白耳義税法証書税及財産転移税篇•仏国登記法（財務参考書第 5 集） ②大蔵省編
各国営業税則・壊国職業税諸則（財務参考書第6集） ②大蔵省編
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